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第１回「京都府森林管理のあり方」検討有識者会議 結果 

 

１ 日 時：令和７年１月８日（水）９:30-11:30 

２ 出席者：愛甲委員、川勝委員、栗山委員、篠部委員、長島委員、森井委員 

３ 場 所：京都府公館 第５会議室 

 
議事(1)「京都府豊かな森を育てる府民税」のあり方に係る検討の進め方について 

・資料１により、京都府から説明 

→意見なし 

 
議事(2)「京都府豊かな森を育てる府民税」の第２期の振返り 

 ・資料２により、京都府から説明 

 ＜委員からの主な意見＞ 

・大きな災害が起きており、防災・減災対策の重点的な実施として、治山施設などの 

ハード整備も必要だと思うが、森林整備も一体的に実施していくべきと考える。 

また、林業の課題である担い手対策は、譲与税を活用し市町村で実施されているが、、

府全体で考えていく必要があると考える。 

 
議事(3) 主な論点（案）について 

 ・資料３により、京都府から説明 

 〇論点１ 京都府豊かな森を育てる府民税の継続の必要性について 

＜委員からの主な意見＞ 

・ここ 10 年で、気象条件が変動しており、激甚化する災害への対策の必要を鑑みると、財源

を縮小していく時期ではないと考える。近年の気象変動も踏まえ、検討していく必要がある。 

・防災・減災対策の重要性は今後も増していくと考えるので、規模感の検討をしてほ 

しい。一方で、ほかの人工林整備、木材利用、里山整備についても同様に、規模感が

今のままでよいのか検討してほしい。 

・近年の局地的な雨に対応するためには、府民税による危険木の撤去などの緊急的な対応

は必要であると考える。譲与税との役割分担については、市町村には専門職が少なく、両

税の使い方がわからないという意見もある。府が引っ張っていく必要があると考える。 

・今までの検証は事業面の評価であり、今回、税制面の検討を行う必要がある。例えば、

現在行っていない法人からの徴収について、今後どうするべきか検証が必要である。 

・課税額、税額水準の検討のため、財政需要を算出するなど、独自施策として必要な事業

の規模を示す資料などを作成する必要があると考える。創設から１０年たっており、財

政需要などの変化を踏まえて、次回の会議で税のあり方を検討する必要があると考える。 

資料１－１ 
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〇論点２ 京都府豊かな森を育てる府民税 市町村交付金の取り扱い 

＜委員からの主な意見＞ 

・交付金は、森林の少ない市町村では、森林整備に活用できないので、木材利用に活用

せざるをえない。そうなると譲与税と使途が重複するのが課題である。 

・市町村ごとに状況が異なる。森林が多いと防災に対する需要はある。一律配分をどうす

るのかというのは論点だと考える。申請制・希望制なども検討していく必要がある。 

・創設時から交付金制度をめぐる状況の変化を踏まえた検討が必要。交付金を扱って

いるのは、他府県でも少ない。創設時にはニーズがあったかもしれないが、今どのよ

うになっているかを検討すべきである。府における森林の整備に係る水準がある場

合、その基準を満たすには交付金が財源として必要であれば、制度は継続すべきだ

が、その交付金の活用方法に課題があるのであれば、方法を見直すべき。 

 
〇論点３ 国の森林環境譲与税との役割分担について 

＜委員からの主な意見＞ 

・どちらの財源を何に活用するかといった役割分担に係る議論を明確にするため、府

民税、譲与税の各使途を細分化した資料が必要。 

・減災・防災は、今の時代において、３つの柱の中で最重点課題になっていると考え 

る。財源に限りがある中で、有効な活用を検討していく必要があり、市町村のニーズ

を把握した上で、必要であれば、市町村へ提案型やメニュー方式で交付することなど

の見直しを考えていくべき。 

・役割分担の方法として、同じ事業であっても、全国的な水準を達成するために必要 

な経費には国費を充当し、府として独自に設定した目標を達成するために追加的に

必要な経費に府民税を充当するという考えもある。 

しかし、徴収の方式が同じであり、府民にはどちらかの税だけでよいのではないか 

という認識はあると思うので、わかりやすい整理・説明は必要であると考える。 

・譲与税の執行率が低いのに、市町村に府民税を交付するとなると、２つの税を徴収 

する必要はないのではないかとの指摘を受けかねない。市町村において、府民税が必

要なのか、またどういった施策に活用するのか整理すべき。 
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第１回市町村意見交換会（今後の府民税のあり方について） 結果 

 

１ 日 時：令和７年２月 13 日（木）９:30-11:30 

 
２ 主な意見 
〇論点「市町村交付金の取扱い」 

・継続は希望したい。 

・大きく減額・廃止されると事業が展開できなくなる。 

・危険木が身近にない都市部住民にも森林の重要性の啓発も進めていきたい。 

・里山林での防災減災対策の要望が多く、制度の継続は大前提でお願いしたい。 

・必要とされる自治体に必要な額が配分される制度は一つの方法と考える。 

 
〇論点「両税の役割分担」 

・譲与額が大きく基金が積み立てられているが、今後、森林経営管理制度に係る森林整備

が本格化し、執行できる見込みあり。 

・譲与税を他の取組に活用すると、本来の趣旨である森林経営管理制度の取組を十分に実

施できなくなることを懸念。 

・役割分担が整理できている市町村がある一方で、山林が少ない市町村では役割分担に苦

慮していると認識。 

・山林に係る里山整備の要望は増えていくだろう。 

・交付金以外の財源であるふるさと納税なども活用して施策を実施していく必要あり 

 
（参考）市町村における両税の活用実態について 
 

市町村 府民税 譲与税 課題など 

Ａ 

防災減災施策 

木材利用 

森林環境教育 等 

森林経営管理制度の推進 
府民税に対する認知度が低

く、更なる普及啓発が必要 

Ｂ 

里山林での防災減災(主) 

特用林産物に係る支援 

緑の少年団の活動助成 

森林経営管理制度の推進 

譲与税が基金に積み立

てられているので、取組

の加速化が必要 

Ｃ 

公共施設での木製品導入 

危険木の伐採 

森林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活動支援 

森林経営管理制度の推進 

（調査・測量と森林整備

を同時に実施） 

治山事業などのハード整備

は、府での対応を希望 

Ｄ 公共施設での木製品導入 森林経営管理制度の推進 

今後、木製品の需要がな

くなった場合の活用方

法を懸念 

Ｅ 森林環境教育の実施 

森林経営管理制度の推進 

間伐材の流通支援の施策 

J クレジットの創出 等 

ハード整備は交付金額

が少なく取組が困難 

 

資料１－２ 
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〇京都府豊かな森を育てる府民税の継続の必要性について 

 
 
 

１ 現状・背景 

 

 

 

 

 
  

２ 第１回会議での意見（抜粋） 

・激甚化する災害への対策の必要性を鑑みると、財源を縮小していく時期ではな

いと考える。近年の気象変動も踏まえ、検討していくことが必要 

・防災・減災対策の重要性は今後も増していくと考えるため、規模感の検討が必要 

・課税額、税額水準の検討のため、財政需要を算出するなど、独自施策として必

要な事業の規模を示す資料などを作成する必要 

 

３ 今後の方向性 
 

（１）令和８年度～令和１２年度の５年間における財政需要 

・第２期の事業実績・評価を踏まえた財政需要を計算（資料２－１） 
 

（２）次期府民税の方向性案 

⇒５年間で合計約 224 億円の財政需要があるが、既存財源で対応できるのは約

188 億円であるため、残りの 36.3 億円（年間 7.3 億円）については、独自財源

が必要であり、課税の継続が必要 
 
 

 

「京都府豊かな森を育てる府民税（以下、府民税という）」の概要 

・課税期間：５年間（令和３年度～７年度（第２期）） 

・課 税 額：年額６００円（年間税収：約７億円） 

・徴収方法：個人府民税均等割超過課税として徴収 

・使  途：①森林の整備及び保全、②森林資源の循環利用、③森林の重要性の啓発 

資料２ 
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年

度
)の

到
達

目
標

現
行

課
税

期
間

終
了

後
５

年
間

(R
８

～
R

12
)に

お
い

て
必

要
と

な
る

事
業

規
模

(案
)

○
森

林
整

備
＜

人
工

林
の

整
備

＞
・

主
伐

２
，

２
５

３
ha

・
再

造
林

１
，

１
７

２
ha

・
利

用
間

伐
１

４
，

２
７

１
ha

・
森

林
経

営
管

理
制

度
の

推
進

（
市

町
村

支
援

）

○
山

地
災

害
防

止
対

策
（

防
災

対
策

）
・

山
地

災
害

危
険

地
区

の
整

備
３

５
０

箇
所

・
災

害
の

未
然

防
止

対
策

２
０

０
箇

所
・

荒
廃

山
地

の
復

旧
１

０
０

箇
所

○
木

材
供

給
量

・
需

要
量

の
拡

大
利

用
量

１
．

３
倍

・
シ

ン
ボ

リ
ッ

ク
な

建
築

物
の

木
造

・
木

質
化

・
民

間
施

設
等

に
お

け
る

府
内

産
木

材
利

用
へ

の
支

援
・

木
材

需
要

に
対

応
す

る
加

工
・

流
通

施
設

の
整

備

○
森

林
の

次
世

代
へ

の
継

承
参

加
人

数
7,

00
0人

を
創

出
・

府
民

参
加

の
森

づ
く

り
の

推
進

・
里

山
林

で
の

基
盤

整
備

３
０

０
箇

所

①
 森

林
の

整
備

及
び

保
全

②
 森

林
資

源
の

循
環

利
用

③
 森

林
の

重
要

性
の

啓
発

※
譲

与
税

(市
町

村
分

)は
含

ま
ず

主
な

対
策

(５
年

間
(R

8-
R

12
)の

総
量

)
事

業
規

模

※
R７

:
基

本
計

画
・

方
針

で
示

さ
れ

る
R7

年
度

末
時

点
の

数
値

等
見

込
み

値
R1

2:
基

本
計

画
・

方
針

で
示

さ
れ

る
目

標
値

に
伸

び
率

を
か

け
る

な
ど

し
て

算
出

約
１

２
６

億
円

約
７

２
億

円

約
２

２
億

円

約
４

億
円

合
計

約
２

２
４

億
円

府
民

税
約

３
６

．
３

億
円

（
①

＋
②

＋
③

）

約
１

８
７

．
７

億
円

う
ち

既
存

財
源

で
対

応
可

能

山
地

災
害

危
険

地
区

整
備

箇
所

の
累

計
1,

88
0箇

所
⇒

2,
23

0箇
所

（
+

35
0箇

所
）

そ
の

他
、

近
年

の
気

象
変

動
に

対
応

す
る

た
め

、
整

備
済

箇
所

で
の

流
木

対
策

や
災

害
復

旧
に

取
り

組
む

必
要

あ
り

適
正

に
管

理
さ

れ
て

い
る

人
工

林
44

,2
50

ha
 

⇒
63

,0
00

ha
（

+
18

,7
50

ha
）

木
材

生
産

量 25
1千

m
3/

年
⇒

32
2千

m
3/

年
(+

71
千

m
3/

年
）

木
材

利
用

量 23
2千

m
3/

年
⇒

30
3千

m
3/

年
（

+
71

千
m

3/
年

）

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

の
参

加
人

数
27

,2
00

人
/年

⇒
34

,2
00

人
/年

（
＋

7,
00

0人
/年

）

〇
京

都
府

農
林

水
産

ビ
ジ

ョ
ン

等
に

掲
げ

る
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
は

、
引

き
続

き
、

３
分

野
で

の
対

策
（

森
林

の
整

備
及

び
保

全
、

森
林

資
源

の
循

環
利

用
、

森
林

の
重

要
性

の
啓

発
）

が
必

要
〇

今
ま

で
の

有
識

者
会

議
で

の
意

見
・

評
価

を
踏

ま
え

な
が

ら
、

現
行

課
税

期
間

終
了

後
５

年
間

（
R

8～
R

12
）

に
お

い
て

必
要

と
な

る
施

策
の

事
業

規
模

を
検

討

R７
（

計
画

・
見

込
値

）
⇒

 
R1

2（
目

標
値

）

う
ち

府
民

税
２

１
億

円
(①

)

う
ち

府
民

税
１

３
億

円
(②

)

う
ち

府
民

税
２

．
３

億
円

(③
)
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令和８年度～令和１２年度における財政需要一覧

既存※ 譲与税 府民税

①森林整備及び保全 19,777

 ①-1  山地災害防止対策（防災対策） 12,600

山地災害危険地区の整備（国庫補助及び府単独事業対象外） 1,500 ●

渓流における災害の未然防止対策 600 ●

山地災害危険地区の整備 5,500 ●

荒廃山地の復旧 5,000 ●

 ①-2 人工林の整備 7,177

再造林をともなう主伐への補助 135 ●

再造林の推進（公共事業の上乗せ） 152 ●

森林経営管理制度を進める市町村への支援 208 ●

条件不利地の間伐（市町村実施：5,361百万円） 0 ●

森林組合・林業事業体連携による集約化の支援 70 ● ●

花粉症対策苗木の安定供給に向けた採種園の整備 37 ●

間伐、主伐・再造林一貫作業の推進 4,930 ●

再造林、下刈りの推進 1,429 ●

境界明確化対策 216 ●

②森林資源の循環利用 2,235
重
点
シンボリックな木造施設の整備 500 ●

民間住宅・施設での木造・木質化や木製品導入の推進 625 ●

公共施設や中大規模建築物での木材利用に向けた体制整備 80 ●

木材利用に関する府民・企業などの機運の醸成 40 ●

川上から川下までのサプライチェーンの構築 50 ●

大規模な加工・流通施設の整備 900 ●

府内産木材競争力強化に向けた加工・流通施設の整備 40 ●

③森林の重要性の啓発 389

森林等の魅力を発信する各種イベントの開催 15 ●

京都山キッズ交流会（緑の少年団向けの交流会） 7.5 ●

京都モデルフォレスト運動の支援強化 37.5 ●

京都モデルフォレスト運動の推進 24 ●

里山林の基盤整備、里山学習に対する支援 135 ●

社寺の森等の保全・継承 に対する支援 135 ●

特用林産物への府民理解促進 35 ●

全計 22,401 3,625
※国庫補助金や京都府一般財源

分野

230

2,100

府民税金額
(百万円)

金額
(百万円)

事業内容
対応財源

1,295

重
点

第２期の割合
（58％）

（58％）

（36％）

（6％）

第２期に

引き続き

重点的に実施

第３期新たに

重点的に実施

第２期の割合
（24％）

第２期の割合
（18％）

8



①
-1

 山
地

災
害

防
止

対
策

の
財

政
需

要
（

重
点

分
野

）

府 民 税 施 策既 存 施 策

令
和
８
年
～
令
和
12
年
（
５
年
間
）

～
令
和
７
年 今 後 の 必 要 な 施 策

今 後 の 課 題

事 業 の 成 果 及 び 評 価

実 現 す る た め に 必 要 な 対 策

山
地
災
害
危
険
地
区
の
整
備
箇
所
の
累
計
:
令
和
12
年
度
に
2,
23
0箇
所
を
達
成

目
標


１
時
間
降
水
量
50
m
m
を
超
え
る
よ
う
な
短
時
間
の
大
雨
が
頻
発
す
る
な
ど
の
近
年
の
気
象
変
動
に
対
応

す
る
た
め
、
山
地
災
害
危
険
地
区
の
整
備
の
加
速
化
及
び
渓
流
に
お
け
る
災
害
の
未
然
防
止
対
策
を
推
進

①
-2

山
地

災
害

危
険

地
区

の
整

備
箇

所
数

２
０

０
箇

所
事

業
費

５
，

５
０

０
百

万
円

国
庫
補
助
事
業

（
年
間
事
業
量
）
箇
所
数

２
０
箇
所

事
業
費

８
０
０
百
万
円
（
40
,0
00
千
円
/箇
所
）

府
単
独
事
業

（
年
間
事
業
量
）
箇
所
数

２
０
箇
所

事
業
費

３
０
０
百
万
円
（
15
,0
00
千
円
/箇
所
）

③
荒

廃
山

地
の

復
旧

箇
所

数
１

０
０

箇
所

事
業

費
５

，
０

０
０

百
万

円
国
庫
補
助
事
業

（
年
間
事
業
量
）
箇
所
数

２
０
箇
所

事
業
費

１
，
０
０
０
百
万
円
（
50
,0
00
千
円
/箇
所
）

①
-1

山
地

災
害

危
険

地
区

の
整

備
箇

所
数

１
５

０
箇

所
事

業
費

１
，

５
０

０
百

万
円

災
害
防
止
森
林
整
備
事
業
（
国
庫
補
助
事
業
の
対
象
と
な
ら
な
い
箇
所
）

（
年
間
事
業
量
）
箇
所
数

３
０
箇
所
（
併
せ
て
森
林
整
備
を
実
施
）

事
業
費

３
０
０
，
０
０
０
千
円
（
10
,0
00
千
円
/箇
所
）

②
渓

流
に

お
け

る
災

害
の

未
然

防
止

対
策

箇
所

数
２

０
０

箇
所

事
業

費
６

０
０

百
万

円
（
年
間
事
業
量
）
箇
所
数

４
０
箇
所
（
併
せ
て
森
林
整
備
を
実
施
）

事
業
費

１
２
０
，
０
０
０
千
円
（
３
,0
00
千
円
/箇
所
）

財
政
需
要

計
１

２
，

６
０

０
百

万
円

重

重

※
市
町
村
に
よ
る
き
め
細
や
か
な
取
組
も
含
む
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①
-1

 山
地

災
害

防
止

対
策

に
係

る
今

後
の

課
題

等

１
 

山
地

災
害

防
止

対
策

事
業


既
存
事
業
の
採
択
要
件
に
合
致
し
な
い
危
険

地
区
に
お
け
る
災
害
未
然
防
止
（
府
民
税
）


人
家
５
戸
以
上
の
保
全
対
象
が
あ
る
等
の
危

険
地
区
の
整
備
及
び
荒
廃
山
地
復
旧
(既
存
）

①
 

山
地

災
害

危
険

地
区

の
整

備

整
備
箇
所

３
５
０
箇
所

②
 

渓
流

内
に

お
け

る
災

害
の

未
然

防
止

対
策


整
備
箇
所

２
０
０
箇
所

③
 

荒
廃

山
地

の
復

旧

整
備
箇
所

１
０
０
箇
所

そ
の

他
災

害
防

止
の

た
め

の
森

林
整

備

①
と
②
の
流
域
で
併
せ
て
実
施

府
民
税
事
業
の
成
果
及
び
評
価

今
後
の
課
題

今
後
の
必
要
な
施
策

１
 

山
地

災
害

防
止

対
策

事
業


府
民
税
事
業
費
の
6割
を
防
災
減
災
対
策
に
活
用
し
て
、
流
木
等

の
原
因
と
な
る
危
険
木
を
集
中
的
に
撤
去
す
る
と
と
も
に
、
風
倒

木
跡
地
の
整
理
・
植
栽
等
を
行
い
、
森
林
の
防
災
機
能
の
向
上
に

つ
な
げ
る
こ
と
が
で
き
た


事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
事
業
の
普
及
・
啓
発
を
行
い
、
地

域
住
民
等
に
事
業
実
施
が
必
要
な
箇
所
を
聞
き
取
る
な
ど
危
険
個

所
の
把
握
に
努
め
た

そ
の

他
有

識
者

会
議

で
の

評
価

※
有
識
者
評
価
・
課
題
に
つ
い
て
は
、
主
に
令
和
８
年
度
以
降
に
言
及
す
る
も
の
を
抜
粋

１
 

山
地

災
害

防
止

対
策

事
業


国
庫
事
業
等
の
防
災
対
策
と
併
せ
て
、
き
め
細

や
か
な
対
応
を
行
う
た
め
、
引
き
続
き
既
存
事

業
の
採
択
要
件
に
合
致
し
な
い
箇
所
で
の
府
民

税
事
業
に
よ
る
防
災
・
減
災
対
策
が
必
要


府
民
税
事
業
で
実
施
す
べ
き
箇
所
や
そ
の
整
備

内
容
に
つ
い
て
検
討
が
必
要
で
あ
る

①
 

山
地

災
害

危
険

地
区

の
整

備

災
害
復
旧
事
業
は
複
数
年
の
継
続
事
業
と
な
る

た
め
、
未
整
備
箇
所
の
対
策
が
鈍
化
傾
向
に
あ

り
、
事
業
進
捗
の
加
速
化
が
必
要
で
あ
る

②
 

渓
流

内
に

お
け

る
災

害
の

未
然

防
止

対
策


近
年
の
気
象
変
動
に
よ
り
、
治
山
事
業
整
備
済
み

箇
所
で
も
渓
流
荒
廃
が
発
生
し
危
険
木
等
に
よ
る

災
害
の
恐
れ
が
あ
る
た
め
、
流
木
対
策
が
必
要

そ
の

他
災

害
防

止
の

た
め

の
森

林
整

備

森
林
の
有
す
る
防
災
機
能
の
保
全
と
強
化
の
た

め
、
倒
木
等
の
危
険
木
対
策
や
植
栽
、
本
数
調

整
伐
等
の
森
林
整
備
は
引
き
続
き
必
要
で
あ
る

【
そ

の
他

課
題

】

山
地
災
害
危
険
地
区
の
整
備
に
つ
い
て
、
順
次
行
っ

て
い
る
も
の
の
、
未
整
備
の
箇
所
が
依
然
と
し
て
あ

る
た
め
、
優
先
的
に
事
業
実
施
が
必
要
な
箇
所
の
抽

出
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る


植
栽
に
当
た
っ
て
は
将
来
的
な
森
林
づ
く
り
の
ビ

ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
樹
種
等
を
選
定
し
、
目
標
と
す
る

森
林
に
向
け
て
の
現
状
の
評
価
が
必
要
で
あ
る

【
優

先
的

に
事

業
実

施
が

必
要

な
箇

所
の

抽
出

】
・
航
空
レ
ー
ザ
ー
測
量
で
得
ら
れ
た
精
緻
な
地
形

情
報
を
元
に
、
山
地
災
害
危
険
地
区
の
見
直
し

を
行
い
、
優
先
的
に
事
業
実
施
が
必
要
な
箇
所

を
抽
出
（
既
存
事
業
対
応
R6
-R
7)

・
見
直
し
た
危
険
地
区
情
報
に
よ
り
、
地
域
住
民

や
地
域
組
織
へ
事
業
提
案
（
職
員
対
応
）

【
目

標
と

す
る

森
林

に
向

け
て

の
現

状
の

評
価

】
・
短
期
的
:
植
栽
木
の
健
全
度
を
把
握
し
、

保
育
管
理
や
補
植
等
の
是
正
を
実
施

・
⾧
期
的
:
植
栽
木
の
ほ
か
周
辺
樹
木
の
生
育
状

況
を
踏
ま
え
た
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
い
、
防
災

機
能
を
評
価
（
職
員
対
応
）

＜
事
業
実
績
＞

森
林
防
災
機
能
強
化
事
業

R
3～
R
5

①
山
地
災
害
危
険
地
区
整
備
：
11
7箇
所

②
渓
流
で
の
災
害
防
止
：
12
8箇
所

③
災
害
防
止
た
め
の
森
林
整
備
：
66
4h
a

④
地
域
住
民
に
よ
る
危
険
木
撤
去
：
75
箇
所

目
標

山
地
災
害
危
険
地
区
整
備
箇
所
の
累
計
:
令
和
1２
年
度
に
22
30
箇
所
を
達
成

令
和
12
年

22
30
箇
所

令
和
７
年

1,
88
0箇
所

令
和
５
年
（
実
績
）

17
68
箇
所

令
和
３
年

17
09
箇
所

課
税
期
間
区
切
り
(R
7)

※
有
識
者
:

有
識
者
会
議
で
の
評
価


防
災
・
減
災
対
策
に
つ
い
て
は
、
事
業
メ
ニ
ュ
ー
の
拡
充
な
ど
、
き
め
細

や
か
な
対
応
が
で
き
て
お
り
、
非
常
に
効
果
的
で
あ
る


未
整
備
の
箇
所
も
依
然
と
し
て
あ
る
た
め
、
継
続
的
な
実
施
が
必
要


単
年
度
の
目
標
は
達
成
で
き
て
い
る
が
、
今
後
は
、
防
災
対
策
を
よ
り

重
点
的
に
進
め
て
い
く
う
え
で
府
民
税
事
業
で
実
施
す
べ
き
箇
所
や
そ

の
整
備
内
容
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る


災
害
跡
地
の
植
栽
樹
種
は
、
目
標
と
す
る
森
林
を
見
据
え
て
選
定
す

る
こ
と
が
重
要


整
備
箇
所
数
だ
け
で
は
な
く
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
よ
る
追
跡
調
査
を
行

い
、
質
的
な
評
価
を
す
る
こ
と
も
重
要

有 識 者 有 識 者

※
年
間
７
０
箇
所
（
２
期
対
策
:
６
０
箇
所
/年
）

※
年
間
２
０
箇
所

※
年
間
４
０
箇
所
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近年の京都府の山地災害発生状況

No. 年度 災害名（台風名）
日最大

（mm/24h）
時間最大
（mm/h）

被災
箇所数

流木被害
箇所

被災エリア

1 平成２９年度 平成２９年９月１７日～１８日発生台風１８号豪雨災害 197 73 12 9 中丹・丹後

2 平成２９年度 平成２９年１０月２２日発生台風２１号豪雨災害 406 38 17 6 山城・南丹・中丹・丹後

3 平成３０年度 平成３０年７月７日～９日豪雨災害 303 61 83 51 京都・南丹・中丹・丹後

4 平成３０年度 平成３０年８月２３日～２４日発生台風２０号豪雨災害 212 75 12 6 京都・南丹

5 平成３０年度 平成３０年９月７日～１０日豪雨災害 194 88 26 18 京都・南丹

6 平成３０年度 平成３０年９月２９日～１０月１日発生台風２４号豪雨災害 200 40 11 7 京都・南丹・中丹・丹後

7 令和２年度 令和２年７月８日発生豪雨災害 109 19 6 1 南丹・京都

8 令和３年度 令和３年８月１４日、１５日、１７日発生豪雨災害 226 57 11 3 南丹・中丹・丹後・京都

9 令和４年度 令和４年７月３日、９日、１９日発生豪雨災害 198 88 7 4 南丹・中丹・京都

10 令和５年度 令和５年６月２日発生梅雨前線豪雨 96 12 3 1 京都

11 令和５年度 令和５年７月１３日発生梅雨前線豪雨 95 33 1 0 丹後

12 令和５年度 令和５年８月１４日発生台風７号 294 61 96 36 中丹・丹後・京都林務

13 令和６年度 令和６年１１月２日発生豪雨災害 169 53 3 0 南丹

288 142合     計

近年の気象変動への対応について

※24時間雨量80mm以上を対象（災害復旧等事業の採択基準雨量）

1時間降水量50mm（短時間強雨の指標としての雨量）を超えるような短時間の大雨の年間発生回数が増加するなど降水形態が
変化し、山地災害を誘発するような大雨が各地で発生している。
令和5年8月の台風第7号の被害では、局地的な大雨によって、小規模な谷筋等に急激に水が流れ出し、侵食した結果、山腹崩

壊が起き、樹木を巻き込んだ土砂が下流へ流出し、下方の人家等に被害が出た。

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（全国）(回)

0

100

200

300

400

500

1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016 2021

発
生
回
数

（林野庁資料）棒グラフは各年の年間発生回数、直線は長期変化傾向を示した回帰直線（この期間の平均的な変化傾向）

（京都府森の保全推進課資料）
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公共治山

府民税事業対象範囲

上段：下段数値のうち治山事業が未着手の危険地数
下段：土砂や流木が流出するおそれのある危険地数

地 形 条 件 に よ る 危 険 度

高 中 低

218

399

500

848

62

103

128

199

139

247

79

156

【補足資料】

公共治山

保安林危険
木捕捉・解消

事業

森林防災機能強化
事業（地域とつくる
安心・安全な森整
備事業/流木等流
出防止対策事業）

10
戸
未
満

5
戸
以
上

5
戸
未
満

10
戸
以
上

78

177

22

43

43

90

現地把握のための現地把握のための

保安林危険木対策事業
380箇所
722箇所

1500万円
以下

事業費
1500万円

以上

796

1424

212

345

261

493

地 形 条 件 に よ る 危 険 度

高 中 低

484

709

531

705

163

217

183

222

288

346

227

276

10
戸
未
満

5
戸
以
上

5
戸
未
満

10
戸
以
上

117

176

29

34

72

99

未着手箇所未着手箇所

793箇所
1136箇所

800万円
以下

事業費
800万円

以上

1132

1590

375

473

587

721

山腹崩壊危険地区

崩壊土砂流出危険地区

・小規模治山
事業

・災害に強い
森づくり事業
・保安林危険
木解消事業

森林防災機能強
化事業（山地災害
防止対策事業）

うち保安林 35

未着手

 72箇所

未着手

78箇所

第3期府民税（R8～R12）事業量
国庫補助事業の対象とならない山地災害危険地区のうち未着手の保安林の整備
・山腹崩壊危険地区内：７２箇所及び崩壊土砂流出危険地区内：７８箇所の合計１５０箇所 の整備
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①
-2

人
工

林
整

備
の

財
政

需
要 令
和

８
年

～
令

和
12

年
（

５
年

間
）

～
令

和
７

年

○
森

林
整

備
対

策
・

間
伐

、
主

伐
・

再
造

林
一

貫
作

業
の

推
進

４
，

９
３

０
百

万
円

（
目

標
（

間
伐

）
14

,2
71

ha
、

（
一

貫
作

業
）

68
8h

a）
・

再
造

林
、

下
刈

り
の

推
進

（
目

標
1,

17
2h

a）
１

，
４

２
９

百
万

円
○

境
界

明
確

化
対

策
・

土
地

所
有

者
立

ち
合

い
に

よ
る

境
界

明
確

化
の

支
援

（
目

標
6,

40
0h

a）
２

１
６

百
万

円

今 後 の 必 要 な 施 策

今 後 の 課 題

事 業 の 成 果 及 び 評 価

実 現 す る た め に 必 要 な 対 策

木
材

生
産

量
:

令
和

12
年

度
に

32
万

2千
m

3
適

正
に

管
理

さ
れ

て
い

る
人

工
林

:
63

,0
00

ha
を

達
成

目
標


主

伐
・

再
造

林
に

よ
る

森
林

資
源

の
循

環
利

用
を

促
進

し
、

木
材

生
産

量
を

拡
大


花

粉
症

対
策

苗
木

の
安

定
供

給
と

、
同

苗
木

を
活

用
し

た
再

造
林

に
よ

る
花

粉
発

生
源

対
策

の
推

進


森
林

経
営

管
理

制
度

を
推

進
し

、
手

入
れ

不
足

の
人

工
林

を
解

消

○
森

林
資

源
循

環
利

用
促

進
対

策
(組

替
）

・
主

伐
の

推
進

（
目

標
2,

25
3h

a）
再

造
林

を
と

も
な

う
主

伐
へ

の
補

助
（

40
0h

a）
１

３
５

百
万

円
※

木
材

生
産

性
の

向
上

を
図

る
場

合
ま

た
は

10
年

以
上

森
林

経
営

を
継

続
す

る
場

合
に

限
定

し
て

補
助

・
再

造
林

へ
の

補
助

（
目

標
1,

17
2h

a）
※

公
共

造
林

事
業

の
上

乗
せ

再
造

林
、

下
刈

り
、

獣
害

対
策

経
費

へ
の

補
助

１
５

２
百

万
円

○
森

林
経

営
管

理
制

度
推

進
対

策
（

集
約

化
と

条
件

不
利

地
の

間
伐

を
推

進
）

・
森

林
経

営
管

理
制

度
を

進
め

る
市

町
村

へ
の

支
援

２
０

８
百

万
円

（
条

件
不

利
地

の
間

伐
→

森
林

環
境

譲
与

税
に

よ
り

市
町

村
が

実
施

5,
36

1百
万

円
）

・
森

林
組

合
・

林
業

事
業

体
連

携
に

よ
る

集
約

化
へ

の
支

援
７

０
百

万
円

※
地

域
全

体
で

の
境

界
明

確
化

を
実

施
、

一
部

、
国

庫
補

助
金

（
定

額
)を

活
用

○
花

粉
発

生
源

対
策

（
組

替
）

・
花

粉
症

対
策

苗
木

の
安

定
供

給
（

目
標

12
0万

本
）

に
向

け
た

採
種

園
の

整
備

３
７

百
万

円
※

一
部

、
国

庫
補

助
金

を
活

用

譲 与 税 施 策

財
政

需
要

計
７

，
１

７
７

百
万

円

既 存 施 策
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①
-2

人
工

林
整

備
に

係
る

今
後

の
課

題
等

１
 

主
伐

・
再

造
林

の
推

進


木
材

生
産

量
の

増
加

を
図

り
、

森
林

資
源

の
循

環
利

用
を

進
め

る
た

め
、

主
伐

・
再

造
林

を
一

層
推

進
す

る
・

主
伐

2,
25

3h
a

・
再

造
林

1,
17

2h
a


鳥

獣
害

対
策

及
び

再
造

林
後

の
下

刈
り

へ
の

支
援

を
合

わ
せ

て
実

施

２
 

花
粉

発
生

源
対

策


花
粉

症
対

策
に

資
す

る
少

花
粉

ス
ギ

、
ヒ

ノ
キ

、
特

定
苗

木
の

採
種

園
を

整
備

し
、

安
定

的
に

種
子

を
生

産
す

る
・

花
粉

症
対

策
種

子
生

産
量

41
kg

３
 

計
画

的
な

間
伐

の
実

施


集
約

化
さ

れ
た

森
林

で
の

計
画

的
な

搬
出

間
伐

の
実

施
・

搬
出

間
伐

14
,2

71
ha


森

林
経

営
管

理
制

度
を

進
め

る
市

町
村

を
支

援
し

、
条

件
不

利
地

の
間

伐
を

推
進

４
 

境
界

明
確

化
に

よ
る

集
約

化
の

推
進


航

空
レ

ー
ザ

デ
ー

タ
解

析
(R

6-
R7

実
施

)に
よ

る
森

林
資

源
情

報
を

活
用

し
て

、
境

界
明

確
化

を
推

進
し

集
約

化
に

繋
げ

る

府
民

税
事

業
の

成
果

及
び

評
価

今
後

の
課

題
今

後
の

必
要

な
施

策

１
 

再
造

林
の

推
進


森

林
資

源
の

循
環

利
用

の
推

進
に

向
け

、
木

材
生

産
の

根
幹

を
な

す
主

伐
実

施
箇

所
に

お
け

る
再

造
林

へ
の

支
援

し
た

こ
と

に
よ

り
、

面
積

の
増

加
に

繋
が

っ
た

が
、

林
業

事
業

体
に

お
い

て
主

伐
及

び
再

造
林

が
活

発
に

行
わ

れ
ず

、
目

標
値

に
届

い
て

い
な

い
こ

と
か

ら
、

さ
ら

な
る

促
進

が
課

題
で

あ
る

。

２
 

花
粉

発
生

源
対

策


花
粉

発
生

源
対

策
の

推
進

に
必

要
と

な
る

、
少

花
粉

ス
ギ

の
種

子
を

生
産

す
る

採
種

園
を

整
備

し
、

生
産

さ
れ

た
種

子
を

苗
木

生
産

者
へ

供
給

す
る

こ
と

で
、

花
粉

症
対

策
苗

木
の

生
産

量
増

加
に

繋
げ

る
こ

と
が

で
き

た
。

そ
の

他
有

識
者

会
議

で
の

評
価

※
有

識
者

評
価

・
課

題
に

つ
い

て
は

、
主

に
令

和
８

年
度

以
降

に
言

及
す

る
も

の
を

抜
粋

１
 

主
伐

・
再

造
林

の
推

進


木
材

生
産

量
の

増
加

に
向

け
、

伐
期

を
超

え
、

路
網

が
整

備
さ

れ
集

約
が

さ
れ

て
い

る
森

林
を

中
心

に
主

伐
を

推
進

す
る

こ
と

が
必

要


森
林

資
源

を
循

環
さ

せ
る

に
は

、
主

伐
後

の
再

造
林

が
確

実
に

行
わ

れ
る

こ
と

が
必

要


引
き

続
き

、
資

材
費

が
多

く
を

占
め

経
費

が
か

さ
む

鳥
獣

害
対

策
や

、
継

続
的

に
行

う
必

要
が

あ
る

下
刈

り
へ

の
支

援
も

必
要

２
 

花
粉

発
生

源
対

策


花
粉

発
生

源
対

策
の

促
進

に
向

け
、

苗
木

生
産

者
が

花
粉

症
対

策
苗

木
を

安
定

的
に

生
産

で
き

る
よ

う
、

確
実

に
種

子
を

生
産

す
る

こ
と

が
必

要

３
 

計
画

的
な

間
伐

の
実

施


伐
期

に
達

し
て

い
な

い
、

集
約

化
さ

れ
路

網
が

整
備

さ
れ

て
い

る
森

林
に

お
い

て
、

搬
出

間
伐

を
計

画
的

に
推

進
し

て
い

く
こ

と
が

必
要


条

件
が

悪
く

、
放

置
さ

れ
て

い
る

森
林

に
つ

い
て

、
森

林
経

営
管

理
制

度
に

よ
る

整
備

を
進

め
て

い
く

こ
と

が
必

要

４
 

森
林

の
境

界
明

確
化


森

林
所

有
者

が
所

有
す

る
森

林
の

境
界

を
把

握
で

き
て

い
な

い
、

所
有

者
が

明
確

で
な

い
こ

と
か

ら
、

整
備

が
で

き
な

い
森

林
が

存
在


集

約
化

を
進

め
る

林
業

事
業

体
が

個
々

に
取

り
組

ん
で

い
る

た
め

、
情

報
が

共
有

さ
れ

ず
、

非
効

率

＜
事

業
実

績
＞

Ⅰ
森
林
の
整
備

（
R
3
～
R
5
実
績
）

・
再
造
林
面
積
：
1
7
7
.4
4
h
a

・
花
粉
発
生
源
対
策
苗
木
の
生
産
量
：
8
万
本

目
標

木
材

生
産

量
:

令
和

1２
年

度
に

32
万

2千
㎥

を
達

成
令

和
12

年
32

万
2千

㎥
令

和
７

年
25

万
1千

㎥
令

和
５

年
（

実
績

）
19

万
8千

㎥
令

和
３

年
16

万
2千

㎥

課
税

期
間

区
切

り
(R

7)

※
有

識
者

:
有

識
者

会
議

で
の

評
価


主
伐
・
再
造
林
を
進
め
る
に
は
、
根
本
の
課
題
で
あ
る
境
界
明
確
化
の

推
進
が
必
要


森
林
整
備
事
業
を
進
め
て
い
く
に
は
、
市
町
村
を
積
極
的
に
支
援
す

る
こ
と
が
必
要


森
林
環
境
譲
与
税
と
の
役
割
分
担
を
行
い
、
府
民
税
の
効
果
的
な

活
用
に
繋
げ
る
こ
と
が
必
要

有 識 者 有 識 者

役
割

分
担

を
図

る
た

め
、

人
工

林
整

備
対

策
に

必
要

な
施

策
は

、
譲

与
税

で
実

施
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②
森

林
資

源
の

循
環

利
用

の
財

政
需

要
（

重
点

分
野

）

府 民 税 施 策既 存 施 策

令
和

８
年

～
令

和
12

年
（

５
年

間
）

～
令

和
７

年

①
（

新
）

シ
ン

ボ
リ

ッ
ク

な
公

共
建

築
物

の
木

造
・

木
質

化
５

０
０

百
万

円

②
民

間
住

宅
・

施
設

で
の

木
造

・
木

質
化

や
木

製
品

導
入

の
推

進
６

２
５

百
万

円
・

府
内

産
木

材
の

利
用

に
対

す
る

支
援

③
公

共
施

設
や

中
大

規
模

建
築

物
で

の
木

材
利

用
に

向
け

た
体

制
整

備
(組

替
）

８
０

百
万

円
・

自
治

体
・

企
業

等
へ

の
提

案
・

相
談

体
制

の
整

備
・

中
大

規
模

建
築

物
等

へ
供

給
す

る
木

材
製

品
の

加
工

体
制

の
構

築
支

援
・

中
大

規
模

木
造

建
築

に
携

わ
る

人
材

の
育

成
・

新
技

術
の

普
及

④
木

材
利

用
に

関
す

る
府

民
・

企
業

な
ど

の
気

運
の

醸
成

(組
替

) 
  

４
５

百
万

円
・

府
民

会
議

、
w

oo
dy

コ
ン

テ
ス

ト

⑤
川

上
か

ら
川

下
ま

で
の

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

の
構

築
(組

替
）

５
０

百
万

円

①
新

た
な

木
材

需
要

に
対

応
す

る
大

規
模

な
加

工
・

流
通

施
設

の
整

備
９

０
０

百
万

円
②

府
内

産
木

材
競

争
力

強
化

に
向

け
た

加
工

・
流

通
施

設
の

整
備

４
０

百
万

円

今 後 の 必 要 な 施 策

今 後 の 課 題

事 業 の 成 果 及 び 評 価

実 現 す る た め に 必 要 な 対 策

府
内

産
木

材
利

用
量

:
令

和
12

年
度

に
30

万
3千

m
3を

達
成

目
標


公

共
・

民
間

建
築

物
等

で
の

木
材

利
用

の
推

進
や

府
民

・
企

業
等

の
気

運
醸

成
に

よ
る

府
内

産
木

材
の

需
要

拡
大


木

材
需

要
の

拡
大

に
対

応
で

き
る

府
内

産
木

材
の

加
工

・
流

通
体

制
の

整
備

財
政

需
要

計
２

，
２

３
５

百
万

円

重

※
市

町
村

に
よ

る
き

め
細

や
か

な
取

組
も

含
む
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②
森

林
資

源
の

循
環

利
用

に
係

る
今

後
の

課
題

等

公
共

施
設

を
は

じ
め

中
大

規
模

木
造

建
築

物
の

整
備

に
よ

る
木

材
の

魅
力

の
PR

１
-1

 
木

材
需

要
拡

大
に

向
け

た
取

組


民
間

住
宅

・
施

設
で

の
木

造
・

木
質

化
や

木
製

品
導

入
の

推
進


建

築
物

の
木

造
・

木
質

化
を

計
画

す
る

自
治

体
、

企
業

等
へ

の
提

案
・

助
言

等
の

サ
ポ

ー
ト

強
化


中

大
規

模
建

築
物

へ
の

利
用

に
向

け
た

原
木

確
保

や
加

工
の

分
担

等
、

事
業

者
の

連
携

調
整


木

造
建

築
に

携
わ

る
技

術
者

の
育

成
や

木
材

に
係

る
新

技
術

の
普

及

1-
2 

府
民

、
企

業
等

へ
の

PR
に

よ
る

木
材

利
用

へ
の

気
運

醸
成


多

様
な

主
体

に
よ

る
木

材
利

用
に

関
す

る
相

互
の

意
見

交
換

や
情

報
共

有
を

行
う

場
の

創
出


府

民
が

木
材

の
魅

力
に

触
れ

、
利

用
の

意
義

を
感

じ
ら

れ
る

機
会

の
提

供

2 
府

内
木

材
の

加
工

・
流

通
体

制
の

整
備


拡

大
す

る
木

材
需

要
に

対
応

で
き

る
加

工
・

流
通

体
制

整
備

、
木

材
・

製
品

の
品

質
向

上


安
定

供
給

に
向

け
た

川
上

～
川

下
ま

で
の

府
内

産
木

材
の

需
給

情
報

の
共

有
体

制
の

構
築

府
民

税
事

業
の

成
果

及
び

評
価

今
後

の
課

題
今

後
の

必
要

な
施

策
１

 
民

間
施

設
等

で
の

木
造

・
木

質
化

、
木

製
品

導
入


住

宅
・

民
間

施
設

等
の

木
造

・
木

質
化

、
府

民
が

利
用

す
る

施
設

へ
の

木
製

品
の

導
入

、
新

た
な

木
製

品
の

開
発

に
対

す
る

支
援

に
あ

わ
せ

て
、

府
民

や
民

間
企

業
へ

制
度

周
知

や
普

及
啓

発
等

を
行

う
こ

と
で

、
木

材
利

用
の

取
組

件
数

が
増

加
し

、
府

民
が

京
都

の
木

を
身

近
に

感
じ

る
機

会
の

創
出

や
、

新
た

な
用

途
開

発
に

繋
げ

る
こ

と
が

で
き

た
。

２
 

そ
の

他
有

識
者

会
議

で
の

評
価

※
有

識
者

評
価

・
課

題
に

つ
い

て
は

、
主

に
令

和
８

年
度

以
降

に
言

及
す

る
も

の
を

抜
粋令
和

４
年

に
施

行
さ

れ
た

「
京

都
府

内
産

木
材

の
利

用
等

の
促

進
に

関
す

る
条

例
」

の
実

現
に

向
け

、
府

内
の

森
林

資
源

の
循

環
利

用
の

た
め

、
府

内
産

木
材

の
利

用
を

一
層

促
進

す
る

必
要

が
あ

る
。

1 
府

内
産

木
材

の
需

要
の

拡
大


住

宅
着

工
戸

数
が

減
少

傾
向

に
あ

る
中

、
①

住
宅

分
野

で
の

府
内

産
木

材
の

シ
ェ

ア
拡

大
②

木
造

率
の

低
い

非
住

宅
分

野
で

の
木

造
・

木
質

化
③

商
業

施
設

な
ど

多
く

の
府

民
が

利
用

す
る

施
設

で
の

木
製

品
導

入
に

よ
り

、
府

内
産

木
材

の
利

用
を

一
層

促
進

し
、

更
な

る
需

要
拡

大
が

必
要

1-
2 

府
民

、
企

業
等

へ
の

PR
に

よ
る

木
材

利
用

へ
の

気
運

醸
成


府

民
が

木
材

の
魅

力
に

触
れ

る
機

会
の

創
出

や
環

境
整

備
に

よ
り

、
木

材
を

利
用

し
よ

う
と

す
る

気
運

の
醸

成
が

必
要


民

間
企

業
や

自
治

体
等

に
対

し
シ

ン
ボ

リ
ッ

ク
な

建
築

物
で

の
木

材
利

用
に

向
け

た
Ｐ

Ｒ
が

必
要

2 
府

内
産

木
材

の
安

定
供

給
体

制
の

構
築


需

要
拡

大
に

向
け

た
府

内
産

木
材

製
品

の
安

定
供

給
が

必
要


木

材
の

新
た

な
需

要
に

向
け

た
木

材
の

乾
燥

や
集

成
材

の
製

造
、

プ
レ

カ
ッ

ト
加

工
な

ど
、

木
材

の
品

質
・

規
格

の
向

上
に

向
け

た
取

組
が

必
要

＜
事

業
実

績
＞

①
府
民
が
京
都
の
木
を
身
近
に
感
じ
る
環
境
づ
く
り

導
入
支
援

タ
イ
プ

開
発
支
援

タ
イ
プ

件
m
3

件
m
3

件
件

R
3

1
0
2
1
2
0
1

8
1
1
0

2
1

7

R
4

1
5
0
1
,
8
2
2

6
1
4
3

3
5

7

R
5

1
6
2
1
,
6
9
7

1
3

2
1
3

5
5

5

優
良
事
例
表
彰
・
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・
H
P
作
成
な
ど

建
物
型
　

木
製
品
型

住
宅

タ
イ
プ

非
住
宅

タ
イ
プ

Ⅱ
森
林
資
源
の
循
環
利
用
（
R
3～
R
5実
績
）

・
府
内
産
木
材
の
利
用
：
住
宅
：
41
4件

非
住
宅
：
27
件

・
木
製
品
の
導
入
：
11
1件

開
発
：
19
件

目
標

府
内

産
木

材
利

用
量

:
令

和
1２

年
度

に
３

０
万

３
千

m
3を

達
成

令
和

12
年

30
3千

m
3

令
和

７
年

23
2千

m
3

令
和

５
年

（
実

績
）

18
5千

m
3

令
和

３
年

○
14

0千
m

3

課
税

期
間

区
切

り
(R

7)

※
有

識
者

:
有

識
者

会
議

で
の

評
価


広
く
府
民
が
税
の
効
果
を
享
受
で
き
、
木
材
利
用
を
進
め
る
意
味
で
ふ

さ
わ
し
い
事
業
で
あ
る


京
都
の
木
を
身
近
に
感
じ
る
環
境
づ
く
り
に
寄
与
し
て
お
り
、
木
材
利

用
を
進
め
る
う
え
で
非
常
に
重
要
な
事
業
で
あ
る


木
材
利
用
が
一
層
進
む
よ
う
、
府
民
等
に
対
す
る
Ｐ
Ｒ
の
継
続
が
必
要


府
内
産
木
材
の
利
用
が
一
層
進
む
よ
う
、
府
民
や
事
業
者
等
に
対

す
る
京
都
府
内
産
木
材
認
証
制
度
の
啓
発
が
必
要


府
民
税
と
森
林
環
境
譲
与
税
を
棲
み
分
け
な
が
ら
、
府
民
税
を
有
効

か
つ
適
切
に
活
用
し
、
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
が
重
要

有 識 者 有 識 者

役
割

分
担

を
図

る
た

め
、

森
林

資
源

の
循

環
利

用
に

必
要

な
施

策
は

、
譲

与
税

を
充

当
せ

ず
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③
森

林
の

重
要

性
の

啓
発

（
イ

ベ
ン

ト
・

交
流

会
の

実
施

）
の

財
政

需
要

府 民 税 施 策既 存 施 策

令
和

８
年

～
令

和
12

年
（

５
年

間
）

～
令

和
７

年

・
森

林
等

の
魅

力
を

発
信

す
る

各
種

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
（

目
標

参
加

者
７

０
０

人
/年

）
１

５
百

万
円

森
林

学
習

会
や

商
業

施
設

等
で

の
木

工
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

開
催

、
他

団
体

主
催

イ
ベ

ン
ト

へ
の

出
展

・
京

都
山

キ
ッ

ズ
交

流
会

７
.５

百
万

円
府

内
緑

の
少

年
団

を
対

象
に

、
森

林
内

で
の

体
験

学
習

を
通

じ
て

森
林

や
環

境
に

つ
い

て
学

習
す

る
交

流
会

の
開

催

・
京

都
モ

デ
ル

フ
ォ

レ
ス

ト
運

動
の

支
援

強
化

３
７

.５
百

万
円

森
づ

く
り

活
動

に
係

る
助

言
や

技
術

的
指

導
、

活
動

団
体

の
交

流
会

・
研

修
会

等
の

開
催

に
よ

る
指

導
者

育
成

、
活

動
を

検
討

す
る

団
体

へ
の

作
業

体
験

等
を

実
施

し
、

活
動

支
援

の
強

化
を

図
る

今 後 の 必 要 な 施 策

今 後 の 課 題

事 業 の 成 果 及 び 評 価

実 現 す る た め に 必 要 な 対 策

目
標


関

係
団

体
と

連
携

・
協

力
し

た
多

様
な

イ
ベ

ン
ト

の
開

催


京
都

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

の
裾

野
の

拡
大

・
京

都
モ

デ
ル

フ
ォ

レ
ス

ト
推

進
事

業
２

４
百

万
円

森
林

所
有

者
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

団
体

、
企

業
等

が
連

携
し

た
府

民
参

画
・

協
働

に
よ

る
森

林
づ

く
り

の
推

進

財
政

需
要

計
８

４
百

万
円

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

の
参

加
人

数
:

令
和

12
年

度
に

34
,2

00
人

を
達

成

17



③
森

林
の

重
要

性
の

啓
発

（
イ

ベ
ン

ト
・

交
流

会
の

実
施

）
に

係
る

今
後

の
課

題
等

１
 

府
民

参
加

の
森

林
づ

く
り

の
推

進


関
係

団
体

と
連

携
・

協
力

し
、

他
の

イ
ベ

ン
ト

と
の

連
携

も
図

り
な

が
ら

、
多

様
な

イ
ベ

ン
ト

を
開

催
す

る
こ

と
で

よ
り

多
く

の
普

及
啓

発
の

機
会

を
創

出
す

る


イ
ベ

ン
ト

参
加

者
へ

木
材

利
用

の
実

例
や

、
京

都
モ

デ
ル

フ
ォ

レ
ス

ト
運

動
の

取
組

に
つ

い
て

PR
を

行
い

、
木

材
利

用
や

京
都

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

参
画

へ
の

誘
致

を
図

る

２
 

次
世

代
の

育
成


京

都
府

緑
の

少
年

団
連

絡
会

と
連

携
し

な
が

ら
、

京
都

山
キ

ッ
ズ

交
流

会
の

開
催

を
継

続
し

て
実

施
す

る
。

３
 

京
都

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

の
推

進


活
動

拠
点

で
あ

り
、

府
民

の
森

林
に

対
す

る
理

解
を

深
め

る
た

め
の

府
民

の
森

の
施

設
整

備
や

森
林

づ
く

り
活

動
に

取
組

む
団

体
等

の
活

動
支

援
強

化
を

図
る

。

府
民

税
事

業
の

成
果

及
び

評
価

今
後

の
課

題
今

後
の

必
要

な
施

策

１
 

府
民

参
加

の
森

林
づ

く
り

の
推

進


森
林

環
境

学
習

や
木

材
を

活
用

し
た

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開
催

す
る

と
と

も
に

、
商

業
施

設
へ

の
展

示
な

ど
も

活
用

し
、

啓
発

活
動

を
行

う
こ

と
が

で
き

た
。

ま
た

、
関

係
機

関
と

も
連

携
し

、
イ

ベ
ン

ト
の

PR
等

に
つ

い
て

、
W

EB
サ

イ
ト

や
SN

S等
を

活
用

し
た

広
報

を
行

っ
た

。

２
 

次
世

代
の

育
成


緑

の
少

年
団

の
子

ど
も

た
ち

を
対

象
に

、
京

都
山

キ
ッ

ズ
交

流
会

を
開

催
し

、
森

林
内

で
の

活
動

を
通

し
て

森
林

を
守

り
育

て
る

こ
と

の
大

切
さ

を
伝

え
、

次
世

代
育

成
を

図
る

こ
と

が
で

き
た

。


た
く
さ
ん
の
参
加
者
が
お
り
非
常
に
評
価
で
き
る

※
有

識
者

評
価

・
課

題
に

つ
い

て
は

、
主

に
令

和
８

年
度

以
降

に
言

及
す

る
も

の
を

抜
粋

１
 

府
民

参
加

の
森

林
づ

く
り

の
推

進


よ
り

多
く

の
府

民
の

理
解

促
進

を
図

る
た

め
、

各
イ

ベ
ン

ト
の

継
続

実
施

と
併

せ
て

、
集

客
性

の
高

い
他

団
体

主
催

の
イ

ベ
ン

ト
へ

の
出

展
な

ど
関

係
団

体
と

の
連

携
を

強
化

し
て

い
く

こ
と

が
必

要


啓
発

活
動

を
通

し
て

、
木

材
利

用
や

京
都

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

の
裾

野
の

拡
大

へ
と

つ
な

げ
る

こ
と

が
必

要

２
 

次
世

代
の

育
成


次

世
代

育
成

の
た

め
の

取
組

を
継

続
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

必
要

３
 

京
都

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

の
推

進


森
林

所
有

者
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

団
体

、
企

業
等

が
連

携
し

た
府

民
参

画
、

府
民

協
働

に
よ

る
森

づ
く

り
活

動
を

推
進

す
る

京
都

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

は
、

着
実

に
取

組
の

輪
が

広
が

っ
て

お
り

、
府

民
に

よ
る

森
林

の
整

備
が

進
ん

で
き

て
い

る
。

今
後

も
継

続
し

て
森

づ
く

り
活

動
が

行
わ

れ
る

よ
う

、
取

組
を

推
進

し
参

画
者

を
増

や
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

＜
事

業
実

績
＞

イ
ベ

ン
ト

参
加

人
数

（
R3

～
R5

実
績

）
・

参
加

者
数

:
1,

74
2人

目
標

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

の
参

加
人

数
:

令
和

12
年

度
に

34
,2

00
人

を
達

成
令

和
12

年
34

,2
00

人
令

和
5年

（
実

績
）

25
,2

86
人

令
和

３
年

（
実

績
）

10
,7

64
人

課
税

期
間

区
切

り
(R

7)

※
有

識
者

:
有

識
者

会
議

で
の

評
価


森

林
の

重
要

性
の

理
解

促
進

を
進

め
る

非
常

に
重

要
な

事
業

で
あ

る


関
係

団
体

等
と

協
力

し
て

さ
ら

に
拡

大
し

実
施

い
た

だ
き

た
い

有 識 者 有 識 者

令
和

７
年

27
,2

00
人

18



③
森

林
の

重
要

性
の

啓
発

（
普

及
啓

発
の

た
め

の
基

盤
整

備
）

の
財

政
需

要

府 民 税 施 策

令
和

８
年

～
令

和
12

年
（

５
年

間
）

～
令

和
７

年

地
域

住
民

が
行

う
地

域
の

身
近

な
森

林
の

保
全

活
動

を
支

援
し

、
将

来
に

伝
え

る
取

組
を

推
進

・
里

山
林

の
基

盤
整

備
や

里
山

学
習

に
対

す
る

支
援

年
間

60
箇

所
45

0千
円

/箇
所

１
３

５
百

万
円

特
用

林
産

物
へ

の
府

民
理

解
の

促
進

・
特

用
林

産
物

へ
の

府
民

理
解

促
進

を
図

る
た

め
の

講
習

会
の

実
施

等
３

５
百

万
円

今 後 の 必 要 な 施 策

今 後 の 課 題

事 業 の 成 果 及 び 評 価

実 現 す る た め に 必 要 な 対 策

目
標


地

域
住

民
の

活
動

の
場

と
な

る
地

域
の

身
近

な
森

林
の

保
全

活
動

を
支

援


特
用

林
産

物
へ

の
府

民
理

解
の

促
進

財
政

需
要

計
３

０
５

百
万

円
モ

デ
ル

フ
ォ

レ
ス

ト
運

動
の

参
加

人
数

:
令

和
12

年
度

に
34

,2
00

人
を

達
成

社
寺

の
森

等
の

文
化

や
歴

史
的

な
背

景
の

あ
る

森
林

や
樹

木
の

保
全

・
継

承
に

対
す

る
支

援
年

間
30

箇
所

90
0千

円
/箇

所
１

３
５

百
万

円

既 存 施 策
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③
森

林
の

重
要

性
の

啓
発

（
普

及
啓

発
の

た
め

の
基

盤
整

備
）

に
係

る
今

後
の

課
題

等

１
 

里
山

林
の

基
盤

整
備


地

域
住

民
が

容
易

に
里

山
林

保
全

活
動

を
行

え
る

よ
う

、
里

山
の

基
盤

整
備

対
策

に
つ

い
て

は
継

続
し

て
支

援
を

行
う

。


基
盤

整
備

を
行

っ
た

里
山

は
、

京
都

モ
デ

ル
フ

ォ
レ

ス
ト

運
動

な
ど

も
関

連
付

け
な

が
ら

、
地

域
住

民
が

里
山

林
保

全
活

動
を

行
え

る
よ

う
継

続
的

な
支

援
を

行
っ

て
い

く
。

２
 

社
寺

の
森

等
の

保
全


地

域
の

文
化

と
深

く
結

び
つ

い
て

大
切

に
守

ら
れ

て
き

た
社

寺
の

森
や

名
木

古
木

な
ど

の
保

全
に

つ
い

て
は

、
継

続
し

て
支

援
を

行
う

。


事

業
実

施
団

体
に

対
し

て
も

、
事

業
後

の
経

過
な

ど
も

確
認

し
つ

つ
、

必
要

に
応

じ
て

本
事

業
を

活
用

し
た

継
続

的
な

支
援

を
行

っ
て

い
く

。


地

域
の

人
々

に
し

か
知

ら
れ

て
い

な
い

伝
承

や
云

わ
れ

を
持

つ
森

が
、

人
知

れ
ず

失
わ

れ
て

い
か

な
い

よ
う

、
既

存
の

イ
ベ

ン
ト

や
府

の
広

報
な

ど
も

活
用

し
な

が
ら

「
京

の
森

林
文

化
」

に
つ

い
て

積
極

的
に

情
報

を
発

信
し

て
い

く
。

（
既

存
財

源
対

応
）

３
 

特
用

林
産

物
へ

の
府

民
理

解
の

促
進


生

産
振

興
が

図
ら

れ
る

よ
う

、
引

き
続

き
、

普
及

啓
発

活
動

を
実

施

府
民

税
事

業
の

成
果

及
び

評
価

今
後

の
課

題
今

後
の

必
要

な
施

策

１
 

里
山

林
の

基
盤

整
備


里

山
林

整
備

に
つ

い
て

、
目

標
を

下
回

っ
た

が
、

依
然

と
し

て
一

定
の

ニ
ー

ズ
が

あ
り

里
山

保
全

の
取

組
が

着
実

に
推

進

・
里
山
林
の
基
盤
整
備
で
安
全
に
森
に
入
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
で
、

住
民
の
里
山
保
全
意
識
が
高
ま
り
、
継
続
的
な
活
動
に
つ
な
げ
る
こ
と

が
で
き
た

２
 

社
寺

の
森

等
の

保
全


地

域
住

民
が

、
⾧

年
守

り
続

け
て

き
た

社
寺

の
森

や
名

木
古

木
の

保
全

対
策

を
行

う
こ

と
で

、
地

域
の

森
林

文
化

を
将

来
に

つ
な

げ
る

取
組

が
進

ん
だ

。


地
域
住
民
に
よ
る
社
寺
の
森
な
ど
の
保
全
活
動
を
継
続
的
に
行
え
る

よ
う
、
支
援
が
必
要
で
あ
る

※
有

識
者

評
価

・
課

題
に

つ
い

て
は

、
主

に
令

和
８

年
度

以
降

に
言

及
す

る
も

の
を

抜
粋

１
 

里
山

林
の

基
盤

整
備


里

山
の

保
全

活
動

を
担

う
地

域
住

民
の

高
齢

化
や

過
疎

化
に

よ
り

、
担

い
手

不
足

が
深

刻
に

な
り

つ
つ

あ
る

。


地
域

住
民

だ
け

で
も

里
山

林
保

全
活

動
が

容
易

に
行

う
こ

と
が

で
き

る
里

山
の

基
盤

整
備

は
、

今
後

ま
す

ま
す

重
要

に
な

る
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

取
組

を
進

め
て

担
い

手
の

す
そ

野
を

広
げ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
２

 
社

寺
の

森
等

の
保

全


地
域

の
文

化
や

歴
史

と
と

も
に

守
ら

れ
て

き
た

森
が

、
地

域
住

民
の

過
疎

高
齢

化
や

財
政

基
盤

の
ぜ

い
弱

さ
か

ら
、

自
分

た
ち

で
は

管
理

が
出

来
な

い
と

し
て

、
荒

廃
し

た
り

、
開

発
さ

れ
て

失
わ

れ
つ

つ
あ

る
。


か

つ
て

は
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー

の
場

で
あ

っ
た

森
を

守
っ

て
い

き
た

い
と

す
る

地
域

は
多

く
、

毎
年

、
予

算
を

大
幅

に
超

え
る

事
業

要
望

が
寄

せ
ら

れ
て

い
る

。
（

採
択

率
:

約
63

%
）


地

域
の

人
々

の
要

望
に

応
え

る
こ

と
が

出
来

る
よ

う
、

引
き

続
き

取
組

を
進

め
る

必
要

が
あ

る
。


事

業
主

体
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

で
は

90
％

以
上

の
団

体
が

、
事

業
成

果
が

あ
り

地
域

活
動

の
活

性
化

な
ど

の
波

及
効

果
も

あ
っ

た
と

し
た

が
、

今
後

の
継

続
的

な
維

持
管

理
や

未
整

備
箇

所
の

対
策

に
資

金
面

で
危

惧
し

て
い

る
こ

と
が

判
明

３
 

特
用

林
産

物
へ

の
府

民
理

解
の

促
進


国

産
ウ

ル
シ

の
安

定
供

給
に

資
す

る
ウ

ル
シ

園
地

の
拡

大
の

た
め

に
は

、
地

元
関

係
者

の
理

解
が

不
可

欠
で

あ
り

、
特

に
、

生
産

振
興

に
資

す
る

普
及

啓
発

が
必

要

＜
事

業
実

績
＞

（
R
3～
R
5の
実
績
）

ふ
る
さ
と
の
里
山
林
保
全
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① 森林整備及び保全 ① 森林整備及び保全

　①-1 山地災害防止対策
山地災害危険地区の整備（国庫補助事業
等対象外）

　①-1 山地災害防止対策
山地災害危険地区の整備（国庫補助事業
等対象外）

渓流における災害の未然防止対策 渓流における災害の未然防止対策

　①-2人工林の整備 再造林の推進（公共事業の上乗せ） 　①-2 人工林の整備 【なし】

花粉症対策苗木の安定供給に向けた採種
園の整備

　①-3 里山林の整備 【なし】

　①-3 里山林の整備 ふるさとの里山林保全活動推進事業 ② 森林資源の循環利用 シンボリックな木造施設の整備（新規）

京の森林文化を守り育てる支援事業
民間住宅・施設での木造・木質化や木製
品導入の推進

豊かな森の恵み創造事業
公共施設や中大規模建築物での木材利用
に向けた体制整備

② 森林資源の循環利用
民間住宅・施設での木造・木質化や木製
品導入の推進

木材利用に関する府民・企業などの機運
の醸成

③ 森林の重要性の啓発
森林等の魅力を発信する各種イベントの
開催

川上から川下までのサプライチェーンの
構築

京都山キッズ交流会（緑の少年団向けの
交流会）

③ 森林の重要性の啓発
森林等の魅力を発信する各種イベントの
開催

府民の森の整備
京都山キッズ交流会（緑の少年団向けの
交流会）

京都モデルフォレスト運動の支援強化 府民の森の整備

京都モデルフォレスト運動の支援強化

里山林の基盤整備、里山学習に対する支
援（移行）

特用林産物への府民理解促進（移行）

①森林整備及び保全 ①森林整備及び保全

　①-1 山地災害防止対策 【なし】 　①-1 山地災害防止対策 【なし】

　①-2　人工林の整備 再造林をともなう主伐への補助 　①-2　人工林の整備 再造林をともなう主伐への補助

森林経営管理制度を進める市町村への支
援

森林経営管理制度を進める市町村への支
援

森林組合・林業事業体連携による集約化
の支援

森林組合・林業事業体連携による集約化
の支援

　①-3 里山林の整備 【なし】
花粉症対策苗木の安定供給に向けた採種
園の整備

②森林資源の循環利用
木材利用に関する府民・企業などの機運
の醸成

再造林の推進（公共事業の上乗せ）

川上から川下までのサプライチェーンの
構築

　①-3 里山林の整備 【なし】

公共施設や中大規模建築物での木材利用
に向けた体制整備

②森林資源の循環利用 【なし】

③森林の重要性の啓発 【なし】 ③森林の重要性の啓発 【なし】

　①-3 里山林の整備 社寺の森等の保全・継承 に対する支援

譲
 
与
 
税

種類 事業内容他
財
源

府事業の整理（府民税及び森林環境譲与税）

次期対策については、役割分担を明確化するため、以下のとおり事業を整理。
　府民税：山地災害防止対策、森林資源の循環利用、森林の重要性の普及啓発
　譲与税：人工林の整備（市町村支援など）

種類 事業内容

事業内容

第２期対策（R3～R7）

事業内容種類

次期（R8～）

種類

府
 
民
 
税

府
 
民
 
税

譲
 
与
 
税

種類 事業内容
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〇京都府豊かな森を育てる府民税の課税の仕組みについて 

 

１ 現状・背景 

 

 

 

 
 

２ 第１回会議での意見（抜粋） 

・税制面の検討が必要。例えば、現在行っていない法人からの徴収について、今

後どうするべきか検証が必要 

 

３ 今後の方向性 

（１） 他県等の森林整備等に係る独自財源の課税の考え方（詳細は、資料３－４） 

・法人にも課税している事例として滋賀県、法人には課税していない事例とし

て神奈川県及び国の課税の考え方は以下のとおり。 
 

 

（２）次期府民税の方向性案 

・施策の特徴を踏まえて、別添のとおり整理（資料３－１） 
 

⇒現行のとおり、個人府民税均等割超過課税６００円で実施するのが適当 

  ⇒京都府では、法人府民税法人税割（実施：46都道府県）に加え、法人事業税（実施：

８都府県）の超過課税を実施しており、法人は全国の中でも高い負担割合となるなど、

府内の社会基盤の整備等への取組に大きく貢献していることを勘案し、法人には課税

しないことが適当 

他県等 税名称 課税対象 課税の考え方 

滋賀県 

琵琶湖 

森林づくり

県民税 

個人・法人 
・森林の持つ公益的機能の恵みを享受している全ての県

民（法人含む）が共同して等しく負担 

神奈川県 
水源環境 

保全税 
個人 

・森林からの受益は、広範囲とならざるを得ず、その費用

は全ての住民が均等に負担 

・法人は、既に法人県民税及び法人事業税の超過課税を負

担しており、社会基盤の整備等への取組に貢献している

ことを勘案し、法人には課税しない 

国 森林環境税 個人 

・森林整備等による効果は国民に広く及ぶため、必要な負

担は国民が広く等しく分任 

・産業界については、地球温暖化対策のための税（石油石

炭税の上乗せ）を負担しており、地球温暖化防止への取組

に貢献していることを勘案し、法人には課税しない 

「京都府豊かな森を育てる府民税（以下、府民税という）」の概要 

・課 税 額：年額６００円（年間税収：約７億円） 

・課税対象：個人 

・徴収方法：個人府民税均等割超過課税として徴収 

資料３ 

22



財政需要に対する課税の仕組み（案） 
 

 

 資料2-1で示した財政需要のとおり、既存財源だけでは対応することが困難であり、

府民税を継続することが適当であり、その課税の仕組みについては、従来と変わらず、

「個人府民税均等割超過課税方式」として600円の課税とすることが適当と考える。 
 
 

１ 課税の仕組みについて 

（１）課税対象 

  ・財政需要で検討した独自財源が必要とされる活用使途の「森林整備及び保全」、「森

林資源の循環利用」及び「森林の多様な重要性について府民の理解を深めること」

により維持・増進される森林の多面的機能の恩恵は、広く府民全体が享受しており、

その財源負担について全ての府民が等しく分かち合うことが適当 

・法人についても、その恩恵を享受するものと考えるのが適当であるが、京都府にお

いては、法人府民税・法人事業税への超過課税を実施しており、全国の中でも高い負

担割合となっている（都道府県の法人に対する超過課税の導入状況は資料３－２のとおり） 

・京都府内の法人は、法人府民税・法人事業税の超過課税の納税を通じて、すでに社会基盤

の整備等への取組に大きく貢献していることを勘案し、法人には課税しないことが適当 
 

（２）課税方式（資料３－３により検討） 

   ・全ての府民が等しく負担する「均等割」が適当 

・全府民に一律に税負担を求める方式としては既に個人住民税が存在することから、

本税制を活用することで、法定外目的税（※）を新たに創設するよりも、仕組みが

簡便、徴税コストも安価となることから、「個人府民税均等割超過課税方式」を採用 

 ※地方団体が独自に、条例で定める特定の費用に充てるために課税する税（例：産廃税など） 
  
 

【使途の明確化】 

  ・個人府民税均等割の超過課税は、使途が限定されない普通税に区分されるため、 

使途を明確にする仕組みが必要 

  →事業の透明性の確保として、事業評価を行い、税収の使途や事業評価を府民に公表

することとする。 

  →「京都府豊かな森を育てる府民税基金」を設けて、税収を積み立て、各年度の必要

となる額を取り崩して事業に充当することで、一般財源とは区別して財源を管理す

ることで、会計処理上の明確化を図る。 

 

２ 税額について 

・財政需要として算出された３６．３億円（年間７．３億円）について、「個人府民税均

等割超過課税方式」として税率を算出すると以下のとおり 
  

 個人：年額６００円 

（事業費 ３６．３億円 / 納税対象者 約１１９万人 / ５年 ＝ ６１０円） 

資料３－１ 
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税の名称
（森林整備に係る名称のみ記載）

順位

東京都 9.4(1.0)※１ 標準税率の5％相当額 9.93% 1
大阪府 均等割の50～100%増※２ ※森林環境税としての徴収はなし 1.0 標準税率の5％相当額 9.67% 2
京都府 ※豊かな森を育てる府民税は個人のみ 0.8 標準税率の5％相当額 8.67% 3
宮城県 均等割額の10%増 みやぎ環境税 0.8 標準税率の5％相当額 8.10% 4
兵庫県 均等割額の10%増 県民緑税 0.8 標準税率の5％相当額 7.67% 5
神奈川県 ※水源環境保全税は個人のみ 0.8 標準税率の5％相当額 7.33% 6
愛知県 均等割額の5%増 あいち森と緑づくり税 0.8 標準税率の5％相当額 7.20% 7
静岡県 均等割額の5%増 森林（もり）づくり県民税 - 標準税率の5％相当額 6.21% 8
滋賀県 均等割額の11%増 琵琶湖森林づくり県民税 0.8 2.51% 9
岐阜県 均等割額の10%増 清流の国ぎふ森林・環境税 0.8 2.49% 10
岩手県 均等割額の10%増 いわての森林づくり県民税 0.8 2.42% 11
山形県 均等割額の10%増 やまがた緑環境税 0.8 2.39% 12
徳島県 0.8 2.34% 13
沖縄県 0.8 2.34% 14
群馬県 均等割額の7%増 ぐんま緑の県民税 0.8 2.33% 15
長野県 均等割額の5%増 長野県森林づくり県民税 0.8 2.28% 16
茨城県 均等割額の10%増 森林湖沼環境税 0.8 2.28% 17
石川県 均等割額の5%増 いしかわ森林環境税 0.8 2.26% 18
三重県 均等割額の10%増 みえ森と緑の県民税 0.8 2.25% 19
富山県 均等割額の5～12.5%増※３ 水と緑の森づくり税 0.8 2.20% 20
愛媛県 均等割額の7%増 森林環境税 0.8 2.19% 21
大分県 均等割額の5%増 大分県森林環境税 0.8 2.16% 22
千葉県 0.8 2.15% 23
佐賀県 均等割額の5%増 佐賀県森林環境税 0.8 2.12% 24
埼玉県 0.8 2.12% 25
香川県 0.8 2.11% 26
奈良県 均等割額の5%増 奈良県森林環境税 0.8 2.11% 27
福島県 均等割額の10%増 福島県森林環境税 0.8 2.06% 28
山口県 均等割額の5%増 やまぐち森林づくり県民税 0.8 2.06% 29
秋田県 均等割額の8%増 秋田県水と緑の森づくり税 0.8 2.05% 30
岡山県 均等割額の5%増 おかやま森づくり県民税 0.8 2.05% 31
栃木県 均等割額の7%増 とちぎの元気な森づくり県民税 0.8 2.03% 32
鹿児島県 均等割額の5%増 みんなの森づくり県民税 0.8 1.99% 33
和歌山県 均等割額の5%増 紀の国森づくり税 0.8 1.94% 34
島根県 均等割額の5%増 水と緑の森づくり税 0.8 1.91% 35
広島県 均等割額の5%増 ひろしまの森づくり県民税 0.8 1.89% 36
北海道 0.8 1.87% 37
鳥取県 均等割額の5%増 豊かな森づくり協働税 0.8 1.84% 38
山梨県 均等割額の5%増 森林及び環境保全に係る県民税 0.8 1.84% 39
宮崎県 均等割額の5%増 森林環境税 0.8 1.82% 40
熊本県 均等割額の5%増 熊本県水とみどりの森づくり税 0.8 1.79% 41
新潟県 0.8 1.64% 42
福井県 0.8 1.57% 43
青森県 0.8 1.55% 44
長崎県 均等割額の5%増 ながさき森林環境税 0.8 1.32% 45
高知県 500円/年 森林環境税 0.8 1.26% 46
福岡県 均等割額の5%増 福岡県森林環境税 0.8 1.09% 47

R7.2 総務資料及び各都道府県資料を元に京都府作成

※１　東京都（）書きは、市町村税相当分を除いたもの

※２、３　大阪府、富山県は、資本金等の額に応じて超過課税が変動。また、大阪府は資本金等の額1,000万円以下の法人は標準税率。

※４　　どの都道府県も特別法人事業税導入前（～H30)の標準税率の５％相当としている

※５　　法人２税における超過課税の占める割合(R5決算ベース）については、地方財政状況調査（決算統計）を元に作成

法人に対する超過課税の導入状況
法人２税における

超過課税の占める割合
(R5決算ベース）※５法人道府県民税

の均等割

法人道府県民税
の法人税割

％

都道
府県

法人事業税　※４

資料３－２
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式
の
た
め
シ
ス
テ
ム
の
構
築
や
改
修
が
不
要

で
、
府
並
び
に
賦
課
徴
収
及
び
府
へ
の
払
込
を
担
う
市

町
村
に
お
け
る
追
加
の
コ
ス
ト
が
生
じ
な
い

△
・
市
町
村
に
お
い
て
課
税
方
式
の
変
更
に
伴
う
シ
ス
テ

ム
改
修
等
が
必
要
で
、
現
行
方
式
で
延
長
し
た
場
合
に

比
べ
コ
ス
ト
が
高
く
な
る
見
込
み

×
・
新
た
な
税
の
創
設
と
な
る
た
め
、
市
町
村
に
お
け
る

シ
ス
テ
ム
の
改
修
等
の
コ
ス
ト
が
方
針
案
２
と
比
較
し

た
場
合
と
同
等
か
そ
れ
以
上
と
な
る
見
込
み

個
人
に
一
律
課
税
を
行
う

「
法
定
外
目
的
税
」
を
新
た
に
創
設

・
個
人
が
等
し
く
負
担
す
る
均
等
割
に
上
乗
せ

・
府
民
が
平
等
に
負
担
し
、
森
林
の
多
面
的
機
能
の

　
維
持
・
増
進
を
図
る

・
個
人
の
所
得
に
応
じ
て
負
担
す
る
所
得
割
に
上
乗
せ

・
府
民
が
担
税
力
に
応
じ
て
負
担
し
、
森
林
の
多
面
的

　
機
能
の
維
持
・
増
進
を
図
る

・
個
人
府
民
税
の
納
税
義
務
者
に
課
税

・
府
民
が
平
等
に
負
担
し
、
森
林
の
多
面
的
機
能
の

　
維
持
・
増
進
を
図
る

方
針
案
１
（
事
務
局
案
）

方
針
案
２

方
針
案
３

課
税
対
象

現
行
ど
お
り

（
個
人
の
み
に
課
税
）

評 価 項 目課 税 方 式

方 式

現
行
ど
お
り

既
存
税
制
へ
の
超
過
課
税

個
人
府
民
税
「
均
等
割
」
へ
の
上
乗
せ

既
存
税
制
へ
の
超
過
課
税

個
人
府
民
税
「
所
得
割
」
へ
の
上
乗
せ

資料３－３
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・
個

人
・

法
人

と
も

に
徴

収
し

て
い

る
「

滋
賀

県
」

、
個

人
の

み
か

ら
徴

収
し

て
い

る
「

神
奈

川
県

」
、

「
国

の
森

林
環

境
譲

与
税

」
に

つ
い

て
、

課
税

の
仕

組
み

の
考

え
方

を
調

査

徴
収
団
体
名

滋
賀
県

神
奈
川
県

国

名
称
(導
入
時
期
）

琵
琶
湖
森
林
づ
く
り
県
民
税
(H
18
∼
)

水
源
環
境
保
全
税
(H
19
∼
)

森
林
環
境
税
(R
6∼
)

徴
収

対
象

個
人

及
び

法
人

個
人

個
人

税
額

等
個

人
：

80
0円

法
人

：
均

等
割

額
の

11
％

増
個

人
均

等
割

：
30

0円
/年

、
所

得
割

へ
の

上
乗

せ
（

0.
02

5％
）

個
人

住
民

税
均

等
割

の
枠

組
み

に
よ

り
1,

00
0円

課
税

の
仕

組
み

の
考

え
方

(各
県

で
公

表
さ

れ
て

い
る

超
過

課
税

に
係

る
検

討
会

の
資

料
等

を
参

考
）

〇
「

新
た

な
森

林
づ

く
り

に
必

要
な

費
用

に
つ

い
て

は
、
森
林
の
持

つ
公
益
的
機
能
か
ら
計
り
知
れ
な
い
恵
み
を
享
受
し
て
い
る
全
て
の

県
民
が
、
共
同
し
て
等
し
く
負
担

し
て

い
く

こ
と

が
必

要
と

考
え

ま
す

。
」

〇
「

県
民

税
均

等
割

は
 『

地
域

社
会

の
費

用
を

県
民

が
広

く
負

担
す

る
』

と
い

う
性

格
を

持
っ

て
お

り
、

新
た

な
視

点
 、

に
立

っ
た

森
林

づ
く

り
の

た
め

に
必

要
な

費
用

を
、

県
民

全
体

が
等

し
く

負
担

す
る

と
い

う
導

入
の

趣
旨

に
も

合
致

す
る

も
の

で
す

。
」

〇
「

森
林

は
、

土
砂

流
出

防
止

機
能

な
ど

、
極

め
て

広
範

囲
に

わ
た

る
公

益
的

機
能

を
有

し
て

い
る

。
し

た
が

っ
て

、
森
林
か
ら
の
受
益

の
程
度
を
測
る
基
準
も
広
範
囲
と
な
ら
ざ
る
を
得
ず
、
そ
の
た
め
費

用
負
担
の
あ
り
方
と
し
て
は
、
全
て
の
住
民
が
「
均
等
」
に
負
担
す

る
方
法
が
望
ま
し
い
。
」

〇
「

施
策

目
的

は
、

自
然

環
境

の
中

で
も

「
水

循
環

機
能

」
に

焦
点

を
あ

て
た

水
源

環
境

の
保

全
で

あ
る

。
し

た
が

っ
て

、
水

源
環

境
か

ら
の

受
益

の
程

度
を

測
る

基
準

と
し

て
は

、
水

の
使

用
量

が
相

応
し

く
、

費
用

負
担

の
あ

り
方

と
し

て
も

、
水

の
使

用
量

に
比

例
し

た
負

担
が

望
ま

し
い

。
（

水
道

使
用

量
と

個
人

所
得

に
は

正
の

相
関

が
あ

る
。

）
」

〇
「
法
人
に
対
し
て
は
、
既
に
法
人
二
税
へ
の
超
過
課
税

と
法

定
外

普
通

税
（

現
在

は
廃

止
）
の
課
税
が
行
わ
れ
て
お
り
、
法
人
へ
の
更

な
る
超
過
の
負
担
を
求
め
る
こ
と
は
実
際
上
困
難

で
あ

っ
た

こ
と

が
、

法
人

を
課

税
対

象
か

ら
外

し
た

理
由

と
さ

れ
て

い
る

。
」

〇
「
森
林
整
備
等
に
よ
る
効
果
が
国
民
に
広
く
及
ぶ
も
の

で
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
て

、
必

要
な

負
担

を
国

民
一

人
一

人
が

広
く

等
し

く
分

任
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。
 

こ
の

点
、
個
人
住
民
税
均
等
割
は
、

必
要

な
費

用
に

つ
い

て
、
住

民
が
等
し
く
負
担
を
分
か
ち
合
う
も
の
で
あ
り
、
コ
ン
セ
プ
ト
に
最

も
合
致

す
る

も
の

で
あ

る
。

」
〇

「
法

人
に

関
し

て
は

、
産
業
界
は

こ
れ

ま
で

も
自

主
行

動
計

画
の

枠
組

み
の

中
で

、
温

室
効

果
ガ

ス
の

排
出

削
減

を
実

現
す

る
と

と
も

に
、
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
税
（
石
油
石
炭
税
の
上
乗
せ
措

置
）
を
負
担
し
て
お
り
、
地
球
温
暖
化
防
止
へ
の
取
組
に
貢
献
し
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
等
を
勘
案
し
、

森
林

環
境

税
（

仮
称

）
に

よ
っ

て
更
な
る
負
担
は
求
め
な
い
こ
と
と
す
る
こ
と
が
妥
当
」

充
当

施
策

環
境

重
視

と
県

民
協

働
の

視
点

に
立

ち
、

そ
の

有
す

る
公

益
的

機
能

が
高

度
に

発
揮

さ
れ

る
よ

う
な

森
林

づ
く

り
の

た
め

の
施

策
水

源
環

境
保

全
施

策
森

林
の

整
備

の
促

進
に

関
す

る
施

策

【
参

考
】

法
人

に
対

す
る

超
過

課
税

の
実

施
状

況

徴
収

方
法

法
人

県
民

税
の

法
人

税
割

、
均

等
割

法
人

県
民

税
の

法
人

税
割

、
法

人
事

業
税

税
額

等
法

人
税

割
：

0.
8%

(本
則

税
率

1.
0%

)
均

等
割

：
均

等
割

額
の

11
%

増
※

法
人

税
割

：
0.

8%
(本

則
税

率
1.

0%
)

法
人

事
業

税
：

標
準

税
率

の
5%

相
当

額

法
人

超
過

課
税

の
充

当
施

策
指

定
な

し
（

税
収

が
減

少
す

る
中

で
、

自
主

財
源

の
充

実
強

化
を

図
り

つ
つ

、
本

県
経

済
の

発
展

を
期

す
）

地
震

防
災

対
策

の
強

化
、

地
域

経
済

の
活

性
化

各
都

道
府

県
に

お
け

る
超

過
課

税
に

係
る

資
料

や
担

当
者

へ
の

聞
き

取
り

な
ど

の
他

、
各

県
H

Pを
参

考
に

京
都

府
が

作
成

※
琵

琶
湖

森
林

づ
く

り
県

民
税

と
し

て
徴

収

他
県
等
の
森
林
整
備
等
に
係
る
課
税
の
考
え
方
に
つ
い
て

資料３－４
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〇 京都府豊かな森を育てる府民税 市町村交付金の取り扱いについて 

〇 国の森林環境譲与税との役割分担について 
 
 

１ 現状・背景 

 

 

 
   

 
 

２ 第１回会議での意見（抜粋）  
 ＜市町村交付金の取扱いについて＞ 

▶森林の少ない市町村のおける木材利用など、譲与税と使途が重複するのが課題である。 
 
▶市町村ごとに状況が異なる。一律配分をどうするのかというのは論点だと考える。 

申請制・希望制などへの見直しの検討が必要 
 

▶創設時から交付金制度をめぐる状況の変化を踏まえた検討が必要。今のニーズを踏ま

えて検討し、交付金の活用方法に課題があるのであれば、見直しの検討が必要 
 

 ＜森林環境譲与税との役割分担について＞ 

▶役割分担に係る議論を明確にするため、府民税、譲与税の各使途を細分化した資料が必要 
 

▶徴収の方式が同じであり、府民にはどちらかの税だけでよいのではないかという認

識はあると思うので、府民に対する分かりやすい説明が必要 
 

▶市町村において、府民税が必要なのか、どういった施策に活用するのか整理が必要 

 

３ 市町村意見交換会の意見（抜粋） 

＜市町村交付金の取扱いについて＞ 

▶継続は希望したい。大きく減額・廃止されると事業が展開できなくなる。 
 

▶里山林での防災減災対策の要望が多く、制度の継続は大前提でお願いしたい。 
 

▶必要とされる自治体に必要な額が配分される制度は一つの方法と考える。 

 

＜森林環境譲与税との役割分担について＞ 

▶役割分担が整理できている市町村がある一方で、山林が少ない市町村では役割分担

に苦慮していると認識 
 

 

〇「京都府豊かな森を育てる府民税市町村交付金（以下、市町村交付金という）」の概要 

・交付金額：200,000 千円（交付対象：全市町村） 

・配分方法：100 万円（定額）に、 

納税義務者数割(１/３)＋ 森林面積割(１/３)＋ 人口割(１/３) 

により按分した額を加えて算出し、一律交付 

資料４ 
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４ 今後の方向性 
 

（１）府内市町村の両税の活用状況及び他県の市町村交付金制度の見直し状況 
 

①府内市町村における両税の活用状況（資料４－１） 
 

②他県の市町村交付金制度等の見直し状況 ※詳細は、資料４―３ 

    ・類似性のある７県の調査を行い、そのうち２県が見直し、１県が見直し検討中 
 

県 名 見直し状況 理 由 

長野県、岡山県 
見
直
し 

役割分担のため、 

一律交付の廃止、使途を限定 

両税の役割分担を明確にするため 

(有識者会議での意見を踏まえた見直し) 

山形県、三重県、広島県 
継 

続 

役割分担を整理した上で、 

一律交付＋提案方式を継続 市町村の要望・ニーズ等を踏まえ

て、市町村交付金を継続 
群馬県 

役割分担を整理した上で、 

提案方式を継続 

福島県 
検
討
中 

譲与税事業の推進等に伴い、

交付方法の見直しを検討中 

市町村の独自性を持った取組を柔

軟に支援していくため 

 

 （２）次期府民税の方向性案 

・市町村の活用実態等を踏まえて、市町村交付金及び両税の役割分担について、 

別添のとおり整理（資料４－２） 
 

    ⇒市町村交付金の配分方法について、市町村のニーズを踏まえて、効果的な配分と

するため、提案方式に見直すことが適当 

    また、活用使途について、府が推進する重点的な使途へ限定することが適当 
 

  ⇒両税の役割分担については、 

府民税：防災対策及び建築物の木造・木質化に重点的に活用 

京都府：府全域にまたがる取組 

市町村：市町村独自のきめ細やかな取組 

譲与税：森林経営管理法に基づく森林の整備に重点的に活用 

（府は、市町村の取組への支援） 

することを基本方針とし、 

府民の理解が得られるよう、京都府及び市町村において、それぞれ同じ使途に活

用しないよう、活用使途を整理することが適当 
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市町村数 事業費割合 市町村数 事業費割合 市町村数 事業費割合 市町村数

23 57% 22 56% 24 78%

13 12% 18 25% 7 2% 6

0 0% 0 0% 20 62% 0

9 7% 3 3% 7 5% 0

12 25% 8 23% 10 7% 4

16 12% 6 5% 5 1% 3

0 0% 0 0% 2 0% 0

24 35% 16 32% 10 7%

24 27% 15 30% 8 5% 5

5 3% 3 2% 4 2% 1

2 5% 0 0% 2 0% 0

14 8% 11 12% 11 6%

10 2% 7 5% 3 0% 2

2 0% 1 0% 4 3% 1

7 1% 4 2% 4 0% 1

4 4% 3 3% 1 0% 1

1 0% 1 2% 2 2% 0

7 10%

6 9% 0

1 0% 0

※本資料は、国への報告内容や公表資料、実績報告書等を参考に京都府が独自に区分し集計したもの

(4)路網の整備（林道の改良等）、搬出支援

府民税市町村交付金と森林環境譲与税の活用状況

１ 森林の整備・保全

森林環境譲与税府民税 市町村交付金

(5) 天然林、里山林、竹林の適正な管理

(3) 人工林の適正な管理（森林経営管理制度以外）

(2) 森林経営管理制度の推進

(1) 防災減災対策

使途の重複状況
（第２期以降）

４ 人材育成

２ 森林資源の循環利用（木材利用）

３ 森林の重要性の啓発

使 途 第１期 第２期 R1～R5

(16)市町村の執行体制整備

(9) その他（木材需給調査等）

(8) 木質バイオマスの利用推進

(7) 木造建築物の整備等（建物の木造・木質化）、
    木製品の導入支援、地域材のPR等

(6) その他  (Jクレジットに係る調査等）

(10) イベント等の開催（森林整備体験、木工教室等）

(12) ボランティア等多様な団体への支援・養成

(13) 特用林産物等の普及・生産強化に向けた支援

(14) その他（森林施策に係る計画の策定等）

(15)林業の担い手の確保・育成

(11)普及啓発資材（木製玩具等）の作成及び配布

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

森林環境譲与税

府民税市町村交付金

第１期・第２期合計

【府民税市町村交付金と森林環境譲与税の活用使途】

資料４－１

森林の整備・保全（57％） 木材利用(34%) 普及啓発(9%)

人材育成(10%)森林の整備・保全（78％）

木材利用(7%) 普及啓発(6%)
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府民税市町村交付金事業と森林環境譲与税の使途重複の状況について 
 

■同一の事業目的・事業内容へ充当している主な事例（実施箇所は異なる） 
 

市町村 使 途 
充当事業 

府民税市町村交付金・森林環境譲与税 

Ａ (1)防災減災対策 松くい虫被害対策 

Ｂ (1)防災減災対策 放置竹林整備 

Ｃ (4)路網の整備 林道の長寿命化・維持修繕 

Ｄ (9)イベントの開催等 木工教室の開催 

 

■類似する事業目的・事業内容へ充当している主な事例 
 
市町

村 使 途 
充当事業 

府民税市町村交付金 森林環境譲与税 

Ｅ (1)防災減災対策 風倒木の伐倒処理 風倒木処理跡地の下刈り 

Ｆ 
(5)天然林、里山林、 

竹林の適正な管理 

竹林における作業道・散策道 

の整備 
ボランティアによる竹林整備 

Ｇ 
(7) 木造公共建築物の整備等、 

木製品の導入支援 
こども園や小学校等の木質化 

まちの駅、バスの待合所、 

子育支援ｾﾝﾀｰ等の木質化 

Ｈ 
(7)木造公共建築物の整備等、 

木製品の導入支援 
幼稚園、保育園、こども園の木質化 小学校、中学校の木質化 

Ｉ (8)木質バイオマス利用推進 

広葉樹の未利用材の搬出・利

用促進のため、林地残材(広葉

樹)搬出費用を支援 

林地残材の搬出促進及び災害の

未然防止のため、木質バイオマ

ス燃料となる林地残材(針葉

樹)の搬出費用を支援 

 

■同一の分野の中で活用使途を区別して充当している事例 
 

市町村 分野 使 途 
充当事業 

府民税市町村交付金 森林環境譲与税 

Ｊ 
森林の 

整備・保全 

(1)防災減災対策 風倒木の処理  

(4)路網の整備・搬出支援  被災した路網の補修 

Ｋ 
森林の 

整備・保全 

(3)人工林の適正な管理 保育施業に対する支援  

(4)路網の整備・搬出支援 
 搬出木材の運搬経費に対する

支援 

Ｍ 

森林の 

重要性の 

啓発 

(9)イベントの開催等 
住民参加型森林環境学習会の

開催 
 

(10) 普及啓発物(木製玩具

等)の配布 

 出生が確認された家庭へ

対し、木製品の贈呈 
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各使途の事例等
使途 事例等

1 森林の整備・保全

(1) 防災減災対策

・風倒木の処理、風倒木処理跡地の植栽・保育等
・危険木の撤去
・治山施設の流末処理
・防災対策としての竹林・里山林の整備
・松くい虫被害木の処理
・下層植生の保護　等

(2) 森林経営管理制度の推進 ・森林経営管理制度に係る取組全般

(3)
人工林の整備
（森林経営管理制度以外）

・私有林の間伐、除伐等の森林整備（支援を含む）
・保育施業に対する支援
・林業機械等の購入支援
・国庫補助への上乗せ補助
・主伐、再造林の推進に係る取組
・公有林の管理　等

(4)
路網の整備（林道の改良等）
搬出への支援

・被災した林道、作業道の災害復旧、災害に強い林道への改良
・林道の機能向上、長寿命化等
・作業道の開設・補修等
・搬出間伐を推進するための運搬補助　等

(5) 天然林、里山林、竹林の整備

・竹林、里山林の整備
・ボランティア等による竹林、里山林の整備
・竹林、里山林整備のための機材の購入費、維持管理費
・天然林の整備　等

(6) その他 ・Jクレジット創出に向けた調査　等

2 森林資源の循環利用（木材利用）

(7)

木造建築物の整備等
（建物の木造・木質化）
木製品の導入、地域材のPR等

・建築物（※）の木造・木質化・木製品導入
　※公共建築物、民間施設、幼児教育施設（幼稚園、保育園等）、
小学校、中学校、公園、広場、住宅、名所旧跡等
・地域材の利用促進に向けたPR、情報発信、認証制度の運用　等

(8) 木質バイオマス利用推進
・バイオマス発電設備の購入等に係る支援
・林地残材のバイオマスへの活用のための搬出支援
・林地残材の有効活用のための経費補助　等

(9) その他 ・新規需要開拓に向けた調査　等

3 森林の重要性の啓発

(10) イベント等の開催
・普及啓発イベント（※）の開催（支援を含む）
　※森林環境教育、木育、木工教室、研修会、体験型イベント　等

(11) 普及啓発資材(木製玩具等)・資料の作成
・普及啓発資材(※)・資料の作成及び配布　等
　※木製玩具、木製品、チラシ、パンフレット等

(12) ボランティア等、多様な団体への支援
・森林ボランティア団体、緑の少年団等への活動支援
・森林ボランティア等の養成（研修会の開催等）　等

(13) 特用林産物の普及、基盤整備
・特用林産物の生産に係る環境整備・基盤整備等への支援
・特用林産物関係団体に対する活動支援
・特用林産物の普及啓発　等

(14) その他 ・ビジョンや森林づくり計画の作成、調査　等

4 人材育成

(15) 林業の担い手確保・育成 ・担い手確保・育成に向けた取組全般

(16) 市町村の執行体制整備 ・林政アドバイザーの雇用　等
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京都府豊かな森を育てる府民税「市町村交付金」「森林環境譲与税との役割分担」に係る次期方針（案）
方針案１（事務局案）

市町村による提案方式に見直し

「府が推進する重点的な取組」に使途を限定

配
分
方
法

・一部の市町村で、交付金額に過不足感あり
・一律交付により、役割分担に係る説明に苦慮して
　いることから、交付を希望する市町村が、
　役割分担を図った上で提案する方式に見直し

使
　
途

・府民に分かりやすい役割分担とするため、使途を限定
・府が推進する重点的な取組を、市町村と連携して実施
・防災対策：第２期から引き続き重点的に実施
・建築物の木造・木質化等：森林資源の循環利用は喫緊の課題
　であり、市町村ニーズも高いことから、新たに重点的な取組
　に位置づけ

京
都
府

市
町
村

役
割

分
担

方針案２ 方針案３

府民税
使途

現行どおり
「①森林の整備及び保全(森林整備)」「②森林資源の循環利用(木材利用促進)」「③森林の多様な重要性について府民の理解を深める取組(普及啓発)」に資する取組に活用

市
町
村
交
付
金

配
分
の
考
え
方

廃　止
現行どおり

（配分基準に基づき、全市町村に一律交付）

背
　
景

・市町村における両税の使途の重複を回避
・「納税者の理解を得るには、使途が重複しないよう
　市町村交付金については廃止も含めまして、そのあり方を
　整理する必要がある」（H30年12月定例会代表質問 知事答弁）

・市町村の実情に応じたきめ細かな取組が展開されるよう、
　自由度、配分額が高い制度として創設された経緯を尊重

市
町
村
に
お
け
る

役
割
分
担

交付を希望する市町村が、役割分担を図った上で提案 市町村交付金は廃止
（市町村の財源は森林環境譲与税のみ）

現行のとおり、役割分担が必要

両
税
の
活
用
方
針
・
使
途
・
役
割
分
担

細分化した両税の活用使途（資料３－１）が重複しないように、役割分担を図ることとする

メリット
（〇）

〇市町村のニーズに応じた効果的な配分が可能
〇府の重点的な取組について、府と市町村により、府域全体を
　網羅的に推進していくことが可能
〇市町村への配分残額については、府が実施する広域的な取組の
　充実化に活用

〇市町村における両税の役割分担が不要
〇廃止した市町村交付金200,000千円を活用し、
　府が実施する広域的な取組を充実

〇市町村の実情に応じたきめ細かな取組の充実

懸案事項

（ ）

府において提案内容(配分額や使途)の妥当性に係る審査が必要

▲市町村の府民税創設時からの情勢変化への理解
▲府民税市町村交付金の使途限定により、市町村によっては
　役割分担の見直し等の検討が必要

自由度が高く、市町村の実情に応じたきめ細かな取組
　に対する財源が減少

▲市町村の府民税創設時からの情勢変化への理解

市町村によっては譲与税との使途が重複するため、
　両税の役割分担が必要

▲９割の市町村が両税の役割分担が必要と認識

一部の市町村では、交付金に過不足感が出るなど、
　ニーズに応じた柔軟な対応が不可

■活用方針：府全域にまたがる広域的な取組に活用 ■活用方針：森林経営管理法に基づく市町村の取組への支援に活用

役割分担不要

京都府が定める重点的な使途に沿って実施される
市町村独自のきめ細かな取組に活用

■活用方針：森林経営管理法に基づく森林の整備と
その他の市町村の実情に応じた取組に活用

役割分担に係る説明に苦慮している市町村にも

一律交付されるため、使途が重複する可能性

役割分担が必要

府民税 譲与税

市町村が役割分担を図った上で提案

■活用使途：
①森林整備：「防災対策（重点）」
②木材利用：「建築物の木造・木質化（重点）」
③普及啓発：府全域にまたがる広域的な取組

■活用使途：
❶森林整備：「市町村支援（重点）」
➍人材育成：府全域にまたがる広域的な取組

■活用使途：
❶森林整備：「森林経営管理法に基づく森林の整備（重点）」
❷木材利用：
➌普及啓発：
➍人材育成：

市町村の実情に応じた取組に活用

資料４－２

使途は、「防災対策」「建築物の木造・木質化等」に限定

※配分基準
100万円（定額）に、納税義務者数割(１/３)＋ 森林面積割(１/３)＋ 人口割(１/３)
により按分した額を加えて算出

重点的な取組：「防災対策」「建築物の木造・木質化等」
第２期実績：約113,000千円
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超過課税の市町村交付金等を実施する他府県の状況について
１ 調査対象 ：超過課税導入済みの都道府県のうち、一定自由度のある市町村への交付金制度の実施が確認できた県

２ 市町村交付金等を実施する他府県の状況

一律交付 提案型 使途 近年の継続・廃止に係る経緯 整理年度 超過課税 森林環境譲与税

長野県
×

延長時(R4)
に廃止

〇
延長時(R5)

に創設

(廃止前)森林に関する各地域の様々な課題解決のための国庫補助等
の既存施策の対象とならない市町村の取組
⇒・ライフライン対策
 ・緩衝帯整備
 ・観光地の景観管理に係る整備
 ・病害虫による枯損木のバイオマス利用

【役割分担のため一律交付を廃止】
有識者会議の「（目的が明確でないため）説明責任を果たせるよう制度を
改善」と指摘された問題点に対応するため、両税の役割分担を整理をした
上で、R5年度延長時に「一律交付を廃止し、これまで実施してきた中で
ニーズが高かった取組をメニュー化(４メニュー)」に見直し

R4

・全県で政策的・先進的に取り組むべき施
策、森林等に関連した県民の暮らしの向上に
つながる施策
・県民が森林や緑の恩恵を身近に感じること
ができる施策

・これまで森林所有者による手入れがされてこ
なかった森林の管理を持続的に進めることに主
に活用

岡山県

〇
延長時に
（R6）

使途限定

(使途限定前)市町村提案による地域における課題に対応した多様な
森づくり
⇒森林保全の取組

【役割分担のため使途限定】
有識者会議(R5)において両税の使途の整理を行うよう指摘があり、令和６
年度から使途を限定し、森林保全の取組に対する支援とした

R5 ・森林保全に係る広域的な取組 ・市町村独自の取組

山形県 〇 〇

●基本的な使途 ・豊かな森づくり活動
        ・自然環境保全活動
        ・森や自然とのふれあい活動
        ・木に親しむ環境づくり
【一律交付】里山アクションプラン※４に基づき実施される事業
【提  案  型】市町村がニーズ等に対応して実施する事業

【役割分担を整理し継続】
有識者会議(R3)での意見なども踏まえ、譲与税との役割分担を整理した上
で現取組を変更せずに継続

R3

・経営管理権が未設定箇所の森林整備
・里山林整備
・森林資源利用
・普及啓発

・経営管理権を設定する森林での市町村による
公的管理

三重県 〇 〇

【一律交付】・土砂や流木による被害を出さない森林づくり
      ・暮らしに身近な森林づくり
      ・森を育む人づくり
      ・森と人とをつなぐ学びの場づくり
      ・地域の身近な水や緑の環境づくり
【提 案 枠】  ・上記のうち県と市町が連携して取り組む事業
      ・上記のうち県と市町が連携して取り組む
       ライフラインを守る事前伐採（重点枠）

【役割分担を整理し継続】
（市町村から継続の要望あり）
外部有識者会議(R5)で制度の見直しについて議論を行い、基本的に同様の
内容で継続した
R1より一律交付と提案型の割合を「３：１」⇒「２：１」に変更し、
一律交付を縮小し、提案型の重点枠を創設

H30

・森林整備（防災）
・人材育成（ボランティア、森林教育）
・普及啓発

・手入れ不足の人工林整備
   （森林経営管理制度）
・人材育成（林業事業体）
・木材利用

広島県 〇 〇

【一律交付】・里山林における環境改善・防災・鳥獣害対策等を
                       目的とした森林整備
      ・森林保全活動団体、地域住民団体の育成
      ・森林・林業体験活動、木育活動
【提 案 型】・里山林の課題解決を推進するため市町作成の
        整備方針に基づき行う整備

【役割分担を整理し継続】
県民アンケート等の結果を踏まえながら、今後の必要性を検討(R3)し、継
続とした

H30

・所有者の施業意思がある人工林の整備
・里山林の整備
・地域団体の活動支援
・住宅等の県産材利用促進
・普及啓発

・所有者の施業意思がない人工林の整備
・森林整備の担い手(林業経営体等)の育成
・公共建築物等の木材利用を通じた普及啓発

群馬県 〇

【提案型】・荒廃した里山・平地林の整備
       ・貴重な自然環境の保護・保全
     ・森林環境教育・普及啓発
     ・森林の公有林化
     ・独自提案事業(税の趣旨・目的に適合するもの)

【役割分担を整理し継続】
（市町村から継続の要望あり）
有識者会議(R4)での意見なども踏まえ、譲与税との役割分担を整理した上
で現取組を変更せずに継続

R4

・条件不利地森林整備
・里山平地林の整備
・普及啓発
・貴重な自然環境の保護・保全等

・森林の経営管理
 （所有者調査、境界画定等）

・木材利用の推進

③
見直しを
検討中

福島県 〇 〇

【一律交付】・県民参画の推進
      ・森林の適正管理の推進
      ・森林環境学習の推進
      ・森林整備の推進
【提 案 型】・県産材利用の推進
      ・木質バイオマスの利活用の推進 等

【令和８年度以降のあり方を検討中】※R７で課税期間が終了
中間とりまとめ（R6県森林審議会）「市町村によって取組に差が出てい
る。森林環境譲与税を活用した取組が進められている状況を踏まえると、
これまでの交付金事業を見直して、…市町村が求める独自性を持った取組
を柔軟に支援することが必要」

R2

・水源区域内等の、荒廃が心配され、森林所
有者が自ら管理する森林での森林整備

※木材利用・普及啓発は両財源による取組の
調整を図る。

・森林所有者での管理が困難で市町村が管理す
る森林での森林整備
・人材育成
※木材利用・普及啓発は両財源による取組の調
整を図る。

※１ 本内容は各県公表資料から京都府が作成し、役割分担は、各県公表資料から京都府において整理
※２ 県から市町村に対して一律交付する交付金を指す
※３ 市町村の申請に対し、県が審査し、交付する交付金等を指す
※４ 里山地域の活性化を図るため、地域の課題や特性を踏まえた、地域住民との協同による森づくり等の５年間の活動計画

役割分担都道
府県

市町村交付金等

②
役割分担を

整理し市町村交付
金を継続

分類

①
役割分担のため
一律交付の廃止
使途を限定

まとめ 市町村交付金を採用している他県（７県）の状況について、以下３つに分類
①森林環境譲与税との役割分担を整理した結果、一律交付の廃止や使途の限定を実施（長野県、岡山県）
②役割分担を整理した上で、市町村交付金を継続（山形県、三重県、広島県、群馬県）
③森林環境譲与税の譲与、市町村による取組に差があることに鑑み、制度の見直し検討中（福島県）

※２ ※３
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